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県・被災市町村の負担の最小化・中長期の財源確保のための特別な財政措置 
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  県や被災市町村の財政負担については、政府を挙げての強力な支援により、その最小
化が図られてきた。 
県も被災市町村も熊本の再生に向けて、復旧・復興に係る事業が着実に履行できるよ

う、引き続き、中長期の財源の確保と、地方の財政負担の最小化のための特別な財政措
置をお願いしたい。 
また、事故繰越をしてもなお今年度中に完了しないおそれのある事業が見込まれるこ

とから、引き続き、これらの事業についても躊躇なく取り組むことができるよう、これ
までと同様の財政措置をお願いしたい。 

提案・要望事項 
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大規模災害発生時における財政支援制度の常設化 
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  熊本地震からの復旧・復興の取組みに対しては、補助制度の創設や補助率の嵩上げ、

地方負担分（裏負担・単独事業）への十分な交付税措置など、政府を挙げて地方の財政

負担の最小化に取り組んでいたただいている。 

  熊本地震のような大規模災害発生時には、住民に安心していただくために、被災自治

体は一日も早く災害からの復旧が果たせるよう、復旧・復興に要する財源確保を心配す

ることなく、躊躇なく復旧・復興に取り組めるような財政支援制度が不可欠である。 

そのため、熊本地震のために構築いただいた特別な財政支援措置等はもとより、今後

の大規模災害発生の際にも必要不可欠となるものについては、「激甚災害に対処するた

めの特別の財政援助等に関する法律」（以下「激甚災害法」という。）のように一定の基

準に達した際には、被災自治体からの要望を待たずしても措置されるよう、常設化（立

法措置を含む。以下同様。）し、被災自治体が復旧・復興事業の実施に注力できるよう

な仕組みづくりをお願いしたい。 

また、熊本地震のような広範囲の震災から、真の復興を実現するためには、原形復旧

を原則とする災害復旧事業だけでなく、新たなまちづくりに向けた創造的復興に取り組

む総合的な財政支援が必要である。 

そのため、東日本大震災時に創設された復興交付金のような幅広い財政需要に対応で

きる自由度の高い総合的な交付金制度の創設又は国庫補助制度及び地方財政措置の拡

充等とこれらの常設化をお願いしたい。 

併せて、大規模災害発生時には、被災自治体がより迅速かつ的確に被災者支援に取り

組めるよう、国における一元的な要望窓口の設置及び復興予算の一括要求・確保等の体

制整備をお願いしたい。 

 

提案・要望事項 
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応急仮設住宅の供与期間の延長に伴う財源の確保等 
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やむを得ない理由により自立再建が困難な世帯については、応急仮設住宅の供与期間の

１年の延長を認めていただいたところである。 

 建設業者不足、土地区画整理事業・地盤の改良工事などの公共工事等の関係や、災害公

営住宅の整備の遅れなどの状況が継続していることから、やむを得ない理由により自立再

建が困難な世帯については、応急仮設住宅の供与期間の延長に伴い必要となる財源を確保

いただくようお願いしたい。 

提案・要望事項 
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被災者の住まいの再建に向けた支援制度の創設 
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─  30 10 12  
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 275 583 24 41 299 624 

 10,741 24,406 102 174 10,843 24,580 

 

 

 

本県では、「住まいの再建なくして復興はありえない」との考えの下、全ての被災者が

自らの意向に沿った住まいの再建ができるよう、幅広く、手厚い支援策を実施している。 

 いつどこで起こるか分からない今後の災害においても、被災者の住まいの再建は、共通

の課題である。そのため、国においては、応急救助から自立再建まで含めた総合的な支援

制度を創設するとともに、その財政支援をお願いしたい。 

【熊本県が実施する住まいの再建支援策】 

 １ 住まいの再建に向けた専門的な相談体制の整備 

 ２ 被災者の再建希望に応じた各種支援 

  ・金融機関等から自宅再建のための融資を受けた場合の利子相当額の一部を助成 

  ・金融機関等から自宅再建のためリバースモーゲージ（高齢者向け返済特例）を利用

して融資を受けた場合の利子相当額の一部を助成 

  ・応急仮設住宅等から恒久的な住まいに移転する場合の移転費相当額を助成 

  ・民間賃貸住宅に入居する際の初期費用（礼金・手数料等）相当額を助成 

  ・保証人不在被災者に対する民間賃貸住宅入居の支援 

提案・要望事項 
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№∫√⅜⁸ ─ ≢│ ≤ ⌐ ⇔√⁹↓℮⇔√ ⅝│ ╕™─

⁸ ─ ╕™─ ┼─ ⅜ ╕╡⁸ ╕™─ ─ ⅝⅜ ⇔≡⅝√

≢№╢≤ ⅎ╠╣╢⁹ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ≢─ ╕™ ⌐ ╢  

    ŋ ╕™─ ⌐ ↑√ ⌂ ─  

     ╕™─ ⌐≈™≡ ⅜ ⌂ ⌐ ─ ╩ ⇔ ⁹ 

     ┼─ ⌐╟╢ ╩  

    o ─ ⌐ ∂√  

     ─ ⌐ ╙ ↄ ─ ╩ ╡ ⇔≡™√∞ↄ╟℮⁸ ─

⌐ ∫√ ╕™─ ╩Ɽ♇◔כ☺≢ ⁹ 

   

▪  
≡ ╩ ╗ ↄ─ ⌐ ⇔⁸ ╩ ℮

─  

▬ 
ꜞⱣכ◕כ⸗☻כ☺ ↑

 

ꜞⱣכ◕כ⸗☻כ☺ ↑ ⌐

∆╢  

►  
⅛╠ ╛ ⌂≥ ⌂

╕™┼─  

◄  ⌐ ╖ ⅎ╢ ─ ─  

○  
⅜™⌂™ ≢╙ ┼─ ⅜

≢⅝╢╟℮  

 

8,169 48% 5,577 33% 2,783 16% 237 1% 142 1%

2,224 61% 94 3% 1,172 32% 56 2% 75 2%

5,945 45% 5,483 41% 1,611 12% 181 1% 67 1%
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 ┘  
 

      

─ ⌐ ↑√  

 

∕╣ │ ⅜∕╣∙

╣ ⌐  

⅛╠ ╕™─ ╕≢╩

⌐ ∆╢ ─ ┘

∕─  

 

 ─  

   ─ ⌂≥─ ⌐≈™≡│⁸ ⌐⅔™≡ ↕╣≡™╢⅜⁸∕

─ ─ ╕™┼─ ⌐≈™≡│⁸ ─ ≢│ ≢⌂™↓≤⅛╠⁸ ⌐⅔™

≡ ⌐ ╩ ∫≡™╢≤↓╤≢№╢⁹ 

   ⌐⅔™≡│⁸ ─ ─ ≈⌐ ↕╣√ ₁─ ╖╩ ∆╢↓≤╩ →⁸

⌐ ↑√ ─ ─ ─ ≤⇔≡⁸ ╕™─ ⌐ ╡ ╪≢⅝

√⁹ ⌐│⁸ ╕™─ ⌐ ↑√ ⌂ ╩ ∆╢≤≤╙⌐⁸ ─

⌐ ∂√ ╩ ⇔≡™╢⁹ 

   ↓╣╠─ ⅜№╠⅛∂╘ ↑╠╣≡™╣┌⁸ ⅛╠ ─ ╕™ ╩ ⅎ

≡ ╩ ℮↓≤⅜ ≤⌂╡⁸ ⅜ ⌐ ╕™─ ⌐ ⇔⁸ ─ ╩ ╡

∆↓≤⌐≈⌂⅜╢⁹ 

   ╕√⁸ ╕™─ ╩ ⌐ √∆↓≤│⁸ ⌐╖╢≤ ה ה ─ ─

⌐╙≈⌂⅜╢╙─≢№╡⁸™≈≥↓≢ ↓╢⅛ ⅛╠⌂™ ─ ⌐⅔™≡╙ ─ ≢

№╢⁹∕─√╘⁸ ⌐⅔™≡│⁸ ⅛╠ ╕≢ ╘√ ⌂ ╩ ∆╢

≤≤╙⌐⁸∕─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 
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災害救助法制度の見直し 
 

ₒ  x
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ₒ ה  x

 ─ ┘  
 

─  30 10 12  

   12,541  

 12,378  

   55,610  

 132,627  

   213,156  

 

⅛╠─  

9,427  ℮∟ ─ ─ ⌐№√∫√  6,089  

 

─ 30 9 30  
 

   

  2,672  6,439  

 7,872  17,517  

 299   624  

 10,843  24,580  

 

 ŋ ─  
 

─⧵  ⱪכ꜡☻    

706 21 25 44 796 

β ⌐⅔™≡│⁸ ⁸ ─ ╩ⱪכ꜡☻⌐ ⁹ 

 

被災者に対する応急救助に関し、都道府県の裁量により災害に応じて適時的確に対応

できるよう、災害救助法制度の見直しを行っていただきたい。併せて、次の見直しを行

っていただきたい。 

（１） 罹災証明書の発行等に従事する応援職員に係る経費等を災害救助法の対象とする

こと 

（２） 地域の実情に応じた応急仮設住宅の供与を行うための見直し 

① 当初からバリアフリーの応急仮設住宅を一定割合整備可能となるよう制度の見

直し 

② 高齢独居世帯の見守りを支援するシステム（ＩＣＴ）の導入に要する経費を災害

救助法の対象とすること 

③ 建設型仮設住宅の維持管理経費を災害救助法の対象とすること 

 

提案・要望事項 
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    o ™╦╝╢  

 2    20  22 30 7 31  
 
    ɔ ─  

▪ 28   87,501  

▬ 29   153,466  

► 30   237,677  

◄ ─  

ה ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ┘ ▪fi♥♫ ─

⁸  

ה ┘ ─ ⌐ ∆╢  

ה ( ⁸ ▪fi♥♫ ─ ⌐ ∆╢  

ה ⁸ ─ ⌐ ∆╢  

─⧵ה ⁸ ╩ ⌐ ∆╢√╘⌐ ⌂  

 

 ┘  
 

      

№╠⅛∂╘ ╘╠╣√ ╩ ⅎ╢

╩ ∆╢  

⌐ ⅜⌂ↄ⁸

⌐ ⌐ ⅜  
─ ⌐╟╢ 

─ ⌐ ∆

╢ ⌐ ╢  
─  ─ ≤∆╢↓≤ 

─ ⌐ ∂√ ─ ╩ ℮√╘─

⇔ 
 

 

 

 

 

ᵑⱣꜞ▪ⱨꜞכ ─ⱨ

ꜝ♇♩ ─

─  

Ᵽꜞ▪ⱨꜞכ

─ ⌐ ∆╢ ⌂

⇔ 

β ⌐╟╡  

⅛╠ ╩

≢⅝╢╟℮⌂ ─ ⇔ 

ᵒ ╩ ⇔√ ╡

─  
─  ─ ≤∆╢↓≤ 

ᵓ ─

 
─  ─ ≤∆╢↓≤ 

 

 ─  

≢│⁸ 22 225 ) 3 1 ─ ⅜

╘╢ ╩ ⅎ╢ ⌐ ⇔≡│⁸ ⌐⅔™≡ ╘╠╣√ ≢№∫≡╙⁸

2 ─ ⌐╟╡ ⌐ ╩ ℮ ⅜№∫√↓≤⅛╠⁸ ╩ ™⁸ ⇔≡™

√∞™√⁹⇔⅛⇔⁸ ─ ─ ⅜⌂ↄ⁸ ─ ⌐ ∆╢ ⌐ ╩ ∆╢≤≤╙

⌐⁸ ⇔√ ─ ⁸ ─ꜞⱫכ♃◒♪ ╛ ─ ┼─

⌐≈™≡╙ ⅜ ≤⌂╢⌂≥⁸ ─ ⌐ ∂√ ⌂ ⅜ ⌂ ╙╖╠╣√⁹ 

 

─ ╩ ⅎ⁸ ─ ⌐╟╡ ⌐ ∂≡ ⌐ ≢⅝╢╟℮⁸ ─
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⇔╩ ∫≡™√∞⅝√™⁹ 

╕√⁸ ╩ ╕ⅎ⁸ ⇔√ ─ ╛ ─ ⌂≥─ ⌐

≈™≡⁸╟╡ ™ ≤⌂╢╟℮⁸ ⇔╩ ⇔≡™√∞⅝√™⁹ 

 

⌐ ╢ ⌐≈™≡│⁸ ─ ⌂ ─ ⁸ ─ ╩ ™√∞™√⁹

↓╣╠─ │⁸ ─ ≤⌂╢ ⌐ ╠∏⁸ ≤ ─

⌐№╢ ╛ ─ ─ ⌐╙ ⇔≡™√∞™√⅜⁸∕─

⅜ ≤⌂╡⁸ ─ ⅜ ⅝⌂╙─≤⌂∫√⁹ 

╕√⁸ ─ ⌐╟╡ ⌐╟╢ ╩ ℮ ⅜ ⇔⁸◓ꜝ►fi♪ ╩

⇔≡ ─ ╣╩ ╦↨╢╩ ⌂⅛∫√ ╙№∫√⅜⁸∕─ ⌐│ ─

⅜ ≤⌂∫√ ╙№∫√⁹ 

↓╣╠─ ╛ ≤⌂∫√ ─ ╛ ⌐≈™≡│⁸™∏╣╙

─ ≢№╢√╘⁸ ─ ≢─ ┼─ ⌐⅔™≡─ ⌂ ⌐

╩ ⅎ⅛⌡⌂™⁹∕─√╘⁸↓╣╠─ ⌐≈™≡ ─ ≤⇔≡™√∞⅝√™⁹ 

─ ⌐ ∂√ ─ ╩ ℮√╘─ ⇔ 

 ŋ ⁸ ─ ⌐ ⇔≡│⁸ ╩ ╢√╘─ ⱪכ꜡☻⁸ ╩ ⌐

∆╢ ⅜ ╘╠╣≡™╢⅜⁸ ⅜ ∆╢ ⁸ ╛♩▬꜠⁸ ─

⅜ ⅛∫√╡⁸ ⅜№∫√╡∆╢√╘⁸ ⌐ ⅜ ≤⌂╢⁹ 

∕─√╘⁸ ⅛╠ ─ ╩Ᵽꜞ▪ⱨꜞכ ─ⱨꜝ♇♩ ⁸

™ ─ ≢ ≢⅝╢╟℮⁸ ─ ⇔╩⅔ ™⇔√™⁹ 

 o ╛ ⌐⅔™≡╙ ≤⌂∫√™╦╝╢ ⅜ ⌐⅔

™≡╙ ⇔≡™╢⁹↓─╟℮⌂ ⅜ ⇔⌂™╟℮⁸ ╡ ╩ ∆╢ ⅜№╢

√╘⁸ ─ ╡╩ ∆╢◦☻♥ⱶ ─ ╩ ℮ ⅜№╢⁹↓─

⌐≈™≡⁸ ─ ≤⇔≡™√∞⅝√™⁹ 

 ɔ ⁸ ─ ─℮∟⁸ ≤ ⌐≈™≡│ ─

≤⌂∫≡™╢⁹⇔⅛⇔⌂⅜╠⁸ ─ │⁸ ─ ≢№╡

─ ≤⌂∫≡™╢⁹ 

⌐ √∫≡│⁸ ⌐ ⅜ ≤⌂╡⁸ ⌐ ℮ ─

⁸ ⇔√ ─ ⌐ ℮ ╙ ∆╢⁹ 

↓─╒⅛⁸ ≢─ ⌐⅔™≡⁸ ≥╙√∟─ ┘ ╙ ≢№╢↓≤⅛╠⁸

⅛╠ ┘ ─ ╩ ╘╢ ⅜ ↕╣≡™╢⁹ 

↓─√╘⁸ ─ ⅛╠ ╕≢─ ⌐ ╢ ╩

─ ≤⇔≡™√∞⅝√™⁹ 
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被災者の生活基盤の復旧のための支援制度の充実 
 

ₒ  x
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ₒ ה  x

 ─ ┘  

 ŋ  213,156 30 10 12  
 12,541    12,378  
 55,610     132,627  

29 1 11 ─₈ ₉≤₈ ₉ ╗  
7,137   β 2,356 ⁸ 726 ⁸ 217  

 o ─ ╗ 30 3 31  
        728   1,286,513  

 ɔ ( 30 10 12 )   269 ℮∟ 55 ⁸ 214  
 

 ᴖ Ⱨכ◒ ⌐⅔↑╢    855 ⁸183,882 28 4 17  
 
 

 ┘  
 

      

ᵑ ─  
ה │  
ה │  
ה │  

ה ⁸ ┼
─  
ה ┼─  

ᵒ ─ ⌐ ∆╢

─ ⇔ 

ה ─ │ │ 
ה ⌐ ⇔™

╩ ↑√  

ה │10  
ה ⌐  

⅜№╢ │⁸
⅜  

ה ─ ⌐ ∂
√ ─  
ה ─ ⌐

∆╢ ─  
ה ⌐ ╢
─  

ᵓ ─  ─  ⌂ ─  

ᵔ ⌐ ∆╢ ╣ ─⌂™
╩ ℮√╘─◦☻♥ⱶ 

⅜∕╣∙╣
╩ ⇔⁸  

⌐⅔™≡ ↕╣√
◦☻♥ⱶ╩ ⅜  

 

 

① 被災者生活再建支援金の支給対象を拡大（半壊世帯への柔軟な対応、一部損壊世帯及

び宅地被害への支援）していただきたい。 

② 災害援護資金の償還について、借受人の困窮状態等に応じた減免や償還期間の延長、

貸付原資未償還に係る被災自治体の負担軽減等、制度の見直しを行っていただきたい。 

③ 災害弔慰金等の支給認定について、市町村が災害との因果関係を統一的に判断できる

よう、基準を定めていただきたい。 

④ 切れ目なく、漏れなく被災者の支援を行うため、ＩＣＴを活用し、被災者の情報を集

約・共有することが可能なシステムを構築していただきたい。 

提案・要望事項 
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 ─  

 ŋ ≤⌂╢ 7─2 ─ ╛ ⌐ ╩╖⌂™ ⌐╦√╢ ─ ⌐╟╡⁸
─ ⅜ ⇔⁸ ⌐╙ ⌂ ⅜ ⇔√⁹ 
─ ≢│⁸ ╩ ↄ ╛ ⅜ ─
≤⌂∫≡™╢⅜⁸ ╛ ─ ≢№∫≡╙⁸∕─ ⌐ ⌂ ⅜

≤⌂╡⁸ ─ ─ ≤⌂∫≡™╢⁹ 
╕√⁸↓╣≤ ⌐⁸ ─ ─ ⅜⅛↕╗↓≤╙⁸ ─ ⌐ ⅝⌂
≤⌂∫≡™╢⁹ 
↓╣╠ ≢─ ╩ ╕ⅎ⁸ ─ ⌐⅔™≡╙⁸∆═≡─ ─ ⌂
⅜ ╦╣╢╟℮⁸ ╛ ⁸ ╩ ↑√ ┼─ ⅜ ≢⅝╢╟℮
╩⅔ ™⇔√™⁹ 

 
 o ≢│⁸ ≢ 20 ⌐╙ ┬ ⅜ ∂⁸ ⌐≤∫≡ ⇔√ ─

⅜ ⅝⌂ ≤⌂∫√⁹ 
  ⌐ ∆╢ ⌂ ≤⇔≡₈ ₉⅜№╢⅜⁸∕─ ⌐≈
™≡│⁸ ╩10 ⁸ ≢ ∆╢ ≢№╡⁸ ─

⌐╟∫≡│ ⌐ ∫√ ⅜ ≤⌂╢ ⅜ ╕╣╢⁹╕√⁸
⌐ ⅜№∫√ │⁸ ⅜ ∑↨╢╩ ⌂™ ⌐№╢⁹ 

  ∕─√╘⁸ ─ ⌐ ∂√ ⅜ ≤⌂╢╟℮⁸ ─ ─ ╛
╩ ∆╢≤≤╙⌐⁸ ─ ⅜ ∂√ │⁸ ⅜∕─ ─ ╩
∆╢⌂≥ ─ ╩ ╢ ─ ⇔╩⅔ ™⇔√™⁹ 

 
 ɔ ⌐╟∫≡ ⇔√269 30 10 12 ─℮∟™╦╝╢
│214 ≢№╡⁸ 55 ╩ ⌐ ∫≡™╢ ≢№╢⁹ 

─ ⌐ ╢ ≤ ≤─ ─ ⌐≈™≡│⁸ ⅛╠ ⌂
⅜ ↕╣≡™⌂™↓≤⅛╠⁸ ≢│ ⅜₈ ₉╩ ⇔⁸

⅜ ─ ╩ ⌐⁸⅛≈⁸ ⌐ ⅎ╢╟℮ ⇔≡⅝√≤↓╤
≢№╢⁹ 
⇔⅛⇔⌂⅜╠⁸ ─ ╩ ⅎ⁸ ⅜ ≤ ≤─ ╩ ⌐ ≢⅝
╢╟℮⁸ ╩ ╘≡™√∞⅝√™⁹ 

 
 ᴖ ⅜ ⇔√ │⁸ ─ ╛ ┼─ ⌂≥─ ─ ╩
⇔⁸ ┼─ ╣╛ ╣ ─⌂™ ⌂ ╩ ∆╢ ⅜№╢⁹ 
⇔⅛⇔⁸ ⅜ ⌂ ≢│⁸ ─☼כ♬─≥↔ ⅜≢⅝∏⁸ ⌂ ╩
≢⅝⌂™ ╣⅜№╢⁹ 
↓─√╘⁸ ─ ┼─ ⅛╠⁸ ⁸ ─ ⁸

─ ⌂≥⁸ ↔≤⌐ ─ ╩ ∆╢≤≤╙⌐⁸ ─
╩ ╘≡ ≢ ∆╢↓≤⅜ ≢№╢⁹ 
∕─√╘⁸ ⌐⅔™≡ ╩ ⇔√ ╩ ה ∆╢◦☻♥ⱶ╩ ⇔≡™

√∞⅝√™⁹ 

  

  

 
 

 

 



 

17 

 

被災者の避難生活の改善に対する支援の充実 
 

ₒ ⁸  x
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

ₒ ה  x

 ─ ┘  

⌐╟╢₈ ◦☻♥ⱶ₉─  

ה ≤ ⇔⁸♃Ⱪ꜠♇♩ ╩ ⇔√₈ ◦☻♥ⱶ₉╩  

28 4 28  

ה ה ┼♃Ⱪ꜠♇♩ ╩ ⇔⁸ 570  

Ⱨכ◒ ⌐⅔↑╢  

ה 855 ⁸183,882 28 4 17  

ה 101 ⁸823 28 5 20  
 

 ┘  
 

      

ᵑ ה

◦☻♥ⱶ 
│ ┘ ─╖ 

─

┘  

ᵒ ⌂ ה     

 

⌐│⁸ ⅜

ⱪ♇◦ꜙ ╩  

⌐⅔™≡╙

─ ╩ ⅎ√ ─

ה ╩ ≤ ⇔≡

 

┘ ⌐

⅔↑╢ ה꜠▬♩ה

─ ה ─√╘

─  

⌂⇔ ─  

 

 ─  

 ŋ ≢│⁸ │⁸ ≢─ ⌂ ☼כ♬─ ╛ ⅜

∞∫√╡⁸ ⅜ ╩ ∂≡ ↕╣√╡∆╢⌂≥⁸ ⌂

⅜ ⌂ ⅜№∫√⁹╕√⁸ ─ ⅜ ⌐ ↕╣≡⅔╠∏⁸ ─

⌐ ↑ ╣ ⅜ ∫≡™⌂⅛∫√↓≤≢⁸ ≢ ⅜ ∂√⁹ 

      ↓─√╘⁸ ⌐ ⌐ ╩ ≢⅝╢╟℮⁸ ╩ ⇔√ ה ה

◦☻♥ⱶ⌐≈™≡⁸ ┘ ╙ ≢⅝╢╟℮⌐⇔≡™√∞

⅝√™⁹ 

 

熊本地震における課題を踏まえ、被災者の避難生活の改善に対する支援の充実のため、

以下について、システム構築や財政支援をお願いしたい。 

（１）物資調達・輸送体制の充実化 

① 物資調達・輸送調整等支援システムの拡充 

② 広域的な物資調達・輸送体制の確立への支援 

（２）避難所のトイレ改修等に係る補助制度の創設 

提案・要望事項 
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 o ─ ⅜ ∆╢ ⅜ ∆╢ ╛⁸Ɽכ♥▫◦ꜛfi╛ Ⱳכꜟⱬ♇♪⌂≥

⌂ ─ ⅜ ⌂ ⌐ ∆╢√╘⁸ ─ ╩ ╘≡™╢⅜⁸ ┼─

ⅎ╩ ⌐ ∆╢√╘⌐│⁸ ∞↑≢⌂ↄ⁸ ╛ ≤─ ╩ ╘≡

™ↄ ⅜№╢⁹ 

      ↓─√╘⁸ ⌐⅔⅛╣≡╙ ⁸ ╩ ╘√ ╩ ↕╣⁸ ─ ╩

ⅎ√ ⌂ ─ ╛⁸∕─ ╩ ℮√╘─ ╩ ™√∞ↄ≤≤╙⌐⁸

⌐№╠⅛∂╘ ⇔≡™√∞⅝√™⁹ 

 

 ─ ─ ⁸ ─ ╛⁸ꜝ ▬ⱨꜝ▬fi╩ ∆╢√╘─ ─

⅜ ≤⌂∫√⁹ 

     ⌐⅔™≡│⁸ ⌐ ⌂ ╛ ─ ─ ⁸ ♩

▬꜠╛ ♩▬꜠─ ┘ ─Ᵽꜞ▪ⱨꜞכ ⁸↕╠⌐│⁸ ╛ ⌐⅔↑╢

─ ⅜ ≢№╢⁹ 

     ↓╣╠─ ⌐ √∫≡│⁸ ה ⌐╟╡ ≢⅝╢╙──⁸

─ ╖╩ ⇔⁸ ╩ ⌐ ∆╢√╘⌐╙⁸ ⌐╟╢ ⌐ ⇔√ √⌂

─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 
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熊本地震の記憶・記録を後世に伝えるデジタルアーカイブ 
及び震災ミュージアムの実現に係る財政支援 

 

ₒ ⁸ ⁸  x
 
 

 

￥ 

 

 

□□□□□□□□ 
 

ₒ ה  x

 ─ ┘  
Ⱪ▬◌כ▪ꜟ♃☺♦ ה │⁸ ה ה ╩ ה ה
⇔⁸ ─ ╛ ה ─ ╩ ►▼Ⱪ◘▬♩≢ ⁹ 32 ╕≢⌐ 20
╩ ה  

╩ ה ה ∆╢ Ⱶꜙכ☺▪ⱶ─ ⌐ ↑⁸ 29 ⌐ ⇔√₈
Ⱶꜙכ☺▪ⱶ─ ⌐ ↑√ ₉⌐ ≠⅝⁸ ⌐ ↕╣√ ╩

╗ ─ ╛ ─ ╩ ∆╢⁹ 
38  ה 30  

 H30 H31 H32 H33   

Ⱪ 121▬◌כ▪ꜟ♃☺♦  86  87  13  307  

Ⱶꜙכ☺▪ⱶ 705  1,056  840  900  3,501  
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─ ה ╩ ⌐
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─ⱶ▪☺כꜙ ⌐ ╢  

⌂⇔ 
─ ⌐ ↑√
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 ─  
♩ꜝⱨ ╩│∂╘⁸ ⁸ ⅝⌂ ⅜™≈≥↓≢ ⅝≡╙⅔⅛⇔ↄ⌂™ ⌐№╢≤

─ ─╙≤⁸ ─ ╩ ≤⇔≡⁸ ≢ ⇔⁸ ─ ⌐ ⅛∆ ⅜№
╢√╘⁸ ─ ╛ ה ─ ≢ √ⱡ►Ɫ►⁸ ╩⁸⇔∫⅛╡≤ ⇔⁸ ה
⇔⁸ ⌐ ⇔≡™ↄ↓≤⅜ ≢№╢⁹ 

  ↓─√╘⁸ ╛ ─ ה ─ ⅛╠⁸ ─ ה ╩ ⌐ ⅎ
╢ ≤⇔≡⁸ ─ ╛ ╩ ↄ ⇔≡ Ⱪ▬◌כ▪ꜟ♃☺♦╢∆ ┘ ⌂
⌐╟╡ ⇔√ ╛ ⇔√ ╩ ≤⇔≡ ה ∆╢ Ⱶꜙכ☺▪ⱶ─
⌐ ↑√ ╩ ∆╢↓≤≤⇔≡⅔╡⁸ ⅝ ⅝ ─ ⌐ ↑ ╘≡ ╢

─≢⁸ ╩⅔ ™∆╢≤≤╙⌐⁸ √⌂ ╩ ™√∞⅝√™⁹ 

  
 

 

熊本地震の被害の実情や復旧・復興の過程で得られたノウハウ、教訓等については、本

県のみならず国民全体の共有財産として後世に遺すとともに、今後の災害対策や防災教育

に活かす必要がある。そのため、地方創生の取組に位置付け進めているデジタルアーカイ

ブや震災遺構等を保存・活用する震災ミュージアムなど、熊本地震の記憶や記録を保存し

発信する取組等に対する財政支援をお願いしたい。 

 

提案・要望事項 
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外国人材の活躍機会の拡大 
ₒ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸  x

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ₒ ה  x

 ≤  

  ŋ ⌐╟╡ ─ │ ⇔≡™╢⁹ ⌐⅔™≡ ⅜ ↕╣≡™╢

√⌂ ─ ╣ │ ╠⅛⌐↕╣≡™⌂™⅜⁸ ≢│⁸ ⁸ ⁸ ⁸

⁸ ─ ─ ⅜ ╦╢≤↕╣≡™╢⁹ ⌐⅔™≡╙⁸↓╣╠─ │

⅜ ↄ⁸ ╙ ™↓≤⅛╠⁸ ─ ⌐ ⌐ ⅎ╢≤

≤╙⌐⁸ ⌂ ╩ ⌐ ⇔≡™ↄ√╘─⁸ ⌂ ╩ ╘╢ ⅜

№╢⁹ 

 o ⁸ ─ ╣ ⌐№√∫≡│⁸JA ─ ⅜

─ ⌐⌂∫≡™⌂™⁹ │⁸ ⅜ ∫≡™√╙─╩ ה

⇔√╙─≢ ≤ ─╙─≢№╢√╘⁸↓╣╩ ∆╢↓≤│⁸ ─ ⌐∕

←╦⌂™⁹ √⌂ ─ ╣ ─ ⌐ √∫≡│⁸ ─ ╩ ╕ⅎ

╢≤≤╙⌐⁸ ─ ⌐ ⇔√╙─⌐⌂╢╟℮ ╘╢ ⅜№╢⁹ 

（１）外国人材の受入れに係る新たな在留資格の創設について 

① 本県においては、熊本地震の復興需要等による人材不足が深刻である。そのため、国

において検討されている新たな在留資格の創設に当たっては、農業、介護、建設、宿泊、

造船をはじめ、雇用情勢の実情に応じて製造業や卸売・小売業など人材不足が顕著な分

野においても、地方の意見を踏まえて受入れ業種として位置付けるとともに、早急な制

度実施をお願いしたい。 

② 新たな在留資格の業種別受入れ方針において、業種の特性を踏まえるとともに、受入

主体や対象業務など、現場の実態に即したものになるよう策定していただきたい。 

（２）国家戦略特区について 

① 震災を乗り越え、農業の成長産業化、国際競争力の強化を実現するため、昨年10月

に本県が提案した国家戦略特区（グローバル農業の戦略拠点の形成に向けて）の区域指

定及び区域計画の認定についての御配慮をお願いしたい。 

② 熊本地震の復旧・復興に伴う人手不足対策について、昨年３月に国家戦略特区として

九州各県・政令市で共同提案した外国人留学生の資格外活動時間延長・拡大や県内中小

企業に雇用されている外国人の資格活動業務量確認の要件の緩和をお願いしたい。 

（３）外国人技能実習制度について 

   技能実習制度における技能実習２号移行対象職種・作業の追加については、早期に

実現されるよう、業界団体に対する積極的な情報提供と支援の充実をお願いしたい。 

（４）多文化共生社会の実現について 

外国人との共生に当たっては、多文化共生に取り組む自治体への財政支援も含め、日

本語教育や外国人が安心して働き生活していくための支援などについて、国が責任を持

って取り組んでいただきたい。 

提案・要望事項 

・①要望に関するメモ 

・新たな在留資格は具体的な内容が未決
定であり、今回様々 な要望を実施。併
せて、開始予定のH31.4月からの確実

な実施を求める。農林水産部の特区提
案を待っている状況だが、現場は労働
力不足に直面しており、少しでも早い

対策が必要。 
・農林水産部としては、新たな在留資格
と、特区のいずれが早期に実施できる

か内容を吟味しつつ、農業者のために
なる方策を検討 

 ※新たな在留資格に農業、技能実習制

度に林と水産を要望したい。 
 
②要望に関するメモ 

・技能実習制度では選果場業務の割合が
１/３であれば、可能だが、運用上、実
施が難しい。現場が求める作業内容を

確保するために必要な要望。 
⑥に関するメモ 
・技能実習制度では、現行で認められて

いない業種を対象とする拡大を要望。 
 
＜スケジュール＞ 

・秋の臨時国会に新たな在留資格の創設
を盛り込んだ入国管理法改正案を提出
し、来春にスタート予定。 

☆要望書全体として、ＷＩＮ－ＷＩＮの
関係が弱いように感じるため、知事に
発言いただくのであれば、配慮が必

要。 
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公立学校施設の災害復旧に係る財源の確保 
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─ ⌐ ⌂ ─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

  

 

  

 

 

 公立学校施設の災害復旧に係る所要の予算を確保していただきたい。 

提案・要望事項 
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心のケア・学習支援・就学などに係る支援体制の充実 
 

ₒ  x
 
 

 

 

 

 

 

 

 

ₒ ה  x
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   ŋ ─ ─◔▪⁸ ─ ─√╘⁸ ⅜  
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 28.  28.  28.12 29.  29.11 30.  H30.  
 4,277 3,054 1,247 1,753 2,086 1,768 2,088 

℮∟     1,035 1,330 793 1,225 

β₈ ₉│⁸ 29 ⅛╠  

ה  50,562  βH30  

℮∟⁸  40,637 ⁸ ⁸ 9,925  
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H30 495ה   ℮∟ 330  

β ─ │⁸247 ⅛╠─ Ỏ83  

ₒ ₓβ │ ↔≤⌐2/3 │10/10⁹           

  ℮∟  ─  

 495 330 247 

  1 1 β ─

│ ─╖⁹  62 41 

 144 96 

 4 3 

 218 145 

ה  66 44 

 

被災した児童生徒等の心のケアや学習支援等に係る支援体制の充実のため、以下の措置

を講じていただきたい。 

①  児童生徒の心のケア、学習支援などに係る教職員の加配措置 

②  スクールカウンセラーの全額国庫補助による追加配置の継続 

③ 被災児童生徒就学支援等事業の実施に必要な交付金の配分、所要の予算の確保及び

財政支援の継続 

 

提案・要望事項 
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熊本城や阿蘇神社をはじめとする文化財の復旧・復興等 
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文化財の早期復旧及び復興に向けた埋蔵文化財発掘調査への支援のため、以下の措置を

講じていただきたい。 

① 熊本城の復旧・復興に向けた国からの財政支援及び人的支援の継続 

② 阿蘇神社等の国指定(登録)文化財の災害復旧に係る国庫補助率の嵩上げ 

③ 復興に向けた埋蔵文化財発掘調査に係る人的支援の継続及び国庫補助率の嵩上げ 

 

提案・要望事項 
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 ─  

 ŋ ─ ╡≢№╡⁸ ─◦fiⱲꜟ≢№╢ ⅜ ⅝ↄ ⇔⁸ ─√╘⌐│⁸ ™

≤ ⌂ ╩ ∆╢≤≤╙⌐ ™ ⅜ ≤⌂╢⁹ ╩ ╘≡™╢⅜⁸ ⌐

│ 20 ∆╢ ╖≢№╢↓≤⅛╠⁸ ⅜ ∆╢╕≢ ⅝ ⅝ ⌐ ↑√

≤⁸ ─ ⌐ ╢ ╛ ╩ ∆╢ ─ ⌐╟╢ ╩™√

∞⅝√™⁹ 

 

   o ⁸ ⁸ ┘ ─ ↄ⅜ ⇔⁸ ⌐ ─ ╩ ∆╢√

╘⁸ ⌐⅔™≡│⁸ ⅛╠─ ╩ ⌐⁸ ⅛╠ ─№╢ ╕≢─

⌐ ∆╢ ╩ ⇔⁸ ╩ ⇔≡™╢≤↓╤⁹ 

↓─℮∟⁸ ─ ⌐│⁸ ⅜№╢╙──⁸ ⌐ ∆╢ ⅜

≢⁸ ─ ⅜ ⅝™√╘⁸ ⅜ ⁹╢№⅜☻כ◔╢™≡∫⌂≥ ⌐ ⌐ ⇔™

⅜ ∆╢ ה ─ ╩ ╘╢√╘⌐╙⁸ ─ →╩⅔ ™⇔

√™⁹ ⌐⁸ │⁸ │ ≤⌂∫≡™⌂™√╘⁸ ⌐≤∫≡ ⅜

⅝™↓≤⅛╠⁸ ─ 45 ─℮∟11 │ ≢⅝⌂™ ⅜

∂≡™╢⁹ 

 

   ɔ ⌐╟╡ 18 ╩ ⅎ╢ ─ ┘⁸ ▬fiⱨꜝ ⌐⅔™≡ ⌂

⅜ ∂⁸ ⁸ ⌐ ↑√ ⅎ ┘ ⌐ ℮ ⅜ ∆╢↓≤⌐ ™⁸

─ ⌐ ≤⌂╢ ─ ⅜ ╘╠╣≡™╢⁹ 

⌐╟╢ ╛ ⌂≥─ ⌐ ℮ ─

⅜ ∆╢ ╖≢№╢⅜⁸ ⌐ ∆╢ ─ ⌐╟╡⁸ ─ ⌐ ╣⅜ ∂

╢↓≤⅜ ⅎ╠╣╢⁹ ⅜ ⇔≡ ⌐ ╡ ╖ ╩ →╢√╘⌐⁸

⅜ ╕╣╢ ─ ⌐≈⅝⁸ 31 ╙ ⅝ ⅝⁸ ─ ⁸

╩⅔ ™⇔√™⁹ 

╕√⁸ ⌐ ╢ ⌐│ ⌐ ⅜ ∂⌂™╟℮ ⌂ ⅜

╘╠╣╢√╘⁸ ╙ ∆╢ ⅜№╡⁸ ─ ⌐ ═ ─ ⅜ ≤

⌂╢⁹∕─√╘⁸ ─ ⌐╟╢ ─ ╣⅜ ↕╣╢⁹ ∕─╙─

─ ╩ ←√╘⌐╙⁸ ─ → ⌐╟╢ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

ₒ ─  x

1/2   1/4 →  1/4   10/10 
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公立社会教育施設の災害復旧等に係る国庫補助制度の創設等 
 

ₒ ⁸  x
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

ₒ ה  x

 ─ ┘  

ה (β)─ ─ ┘ (H29.4 )   

                β ⁸ ⁸ ⁸   

226  

           ℮∟ ─ ⌐ ⇔⌂™  60  

           1⁸ 23⁸ 5⁸ 5⁸ 5⁸ 

3⁸ 10⁸ 1⁸ 6⁸ 1  

  11,865  

℮∟ ─ ⌐ ⇔⌂™  1,722  

( ) 943⁸ 29,992⁸ 1,718⁸ 2,498⁸ 

22,566⁸ 740⁸ 1,517,419⁸ 

629⁸ 145,517⁸   
 

 ┘  

     

 ŋ ─  

⌐ ⇔⌂™  

─ ⌐ 

∆╢ ─ 

 

⌂⇔ √⌂ ─  

 

 o  

─ ≤⌂╢  

3 1 ⌐  

↕╣╢  

─ ┼─  

 

─  

  ┼─  

 

  

公立社会教育施設の早期復旧及び復興に向けた支援のため、以下の措置を講じていただ

きたい。 

① 特定地方公共団体の基準に該当しない市町村の公立社会教育施設に対する新たな国

庫補助制度の創設 

② 特定地方公共団体指定の基準となる激甚災害法第3条第1項に規定される自治体負担

額合算額の対象事業への公立社会教育施設災害復旧事業の追加 

提案・要望事項 
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 ─  

≢│ ⌐ ⌂ ⅜ ∂√⅜⁸ ≢│ ⌐ ≠ↄ

─ ⌐ ⇔⌂™ │⁸ ⅜ ∂≡™≡╙ ─ ⅜⌂ↄ⁸

⅜ ⅝ↄ⌂∫≡™╢√╘⁸ ╛⅛⌂ ⅜ ⌂ ⅜ ⇔√⁹ 

│⁸ ≢╙ ─ ≤⇔≡ ↕╣╢⌂≥ ≢

⌂ ╩ √⇔≡⅔╡⁸ ⌐⅔↑╢ ≤⇔≡─ ─ ╩ ⅎ╢≤⁸ ─

⌐⅔™≡│ ─ ⌐ ⇔⌂™ ≢╙⁸ ⇔√ ─ ⌂

─√╘─ ⅜ ≢№╢≤≤╙⌐⁸ ─ ╙ ╩ ≤

⌐ ╡ ℮═⅝≢№╢≤ ⅎ╢⁹ 

∕─√╘⁸ᵑ ─ ┘ᵒ ─ ≤⌂╢ 3

1 ⌐ ↕╣╢ ─ ┼─ ─

╩⅔ ™⇔√™⁹ 
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水道施設災害復旧事業費補助の交付期間の延長 
 

ₒ  x
 
 

 

 

 

 

 

ₒ ה  x

ה  ┘  

ה 28 ⌐╟╡ │⁸ 21 ≢ 43 ⅜ ⇔⁸∕─ ⅜

53 ⌐╙─╓╢ ⌂ ╩ ↑√⁹ 

ה ⇔√ ─ ⌐≈™≡│⁸ ⁸ ≢№╢ ⅜ ╩ ↑≡

╩ ⇔≡™╢⅜⁸ ╩ ∆╢ ╛ ─ ה ⅜ ⇔≡™╢ ⌐≈™

≡│⁸ │ ⇔≡™╢ ⁹ 

ה ─ ╛ ─ ה ⌐╟∫≡│⁸ 30 ─ ⅜ ≤⌂╡⁸

⌐ ╩ ↑╠╣⌂™↓≤⅜ ↕╣╢⁹ 

β ─ │ 28 30 ⌐ ≢№╢√╘⁸ 31 ┼

─ │ ⌂™ ⁹ 

 

ₒ  x

16 ─  3,516  

31 β ⅜ ↕╣╢  411  
 

30 7 31 ─                  

    ⁸
⌐

╟╡
31
⌐

≤ ↕
╣╢

 

 

 1,464 692 47  298 

 330 298 90  32 

 22 20 91  1 

 635 522 82  14 

 130 122 94  8 

 613 298 49  58 

  3,194 1,952 61  411 

β ⌐╟╢ │ ═⌐╟╢ ⁹ 

β ⁸ ─ ─ ⌐╟∫≡ │ ≤⌂╢ №╡⁹ 

 

 ┘  
 

      

 ─  

30 ⌐ ╢ 

31 ─ ─

 
 

 

水道施設等の災害復旧について、水道管を布設する道路や橋梁等の復旧・整備の遅延等

により一部復旧工事に着手できていないところもあることから、未完了部分の事業完了ま

で補助対象となるよう交付期間の延長をお願いしたい。 

提案・要望事項 
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被災者の生活再建を支援するための事業に対する財政支援等 
 

ₒ  x
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状・課題等】 

 ─  

ᵑ  ⌐╟╢ ─ 30 9 30  

ה          2,672  

ה          7, 872  

ה         299  

   ᵑ  ⅎ ™☿fi♃כ  

       ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸  

⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸  

18  

 ᵒ  ↓↓╤─◔▪☿fi♃כ─ 28 10 17  

ה 15 ─ ≢⁸ 1,300 ─ ╛ ┼─ ─ ╩ ™⁸

─ ─◔▪⌐ ╡ ╪≢™╢⁹ 

ᵒ  ─ ─ 30 3 6  

ה ─ⱷfi♃ꜟꜞ☻◒ ⅜8.2% ─  4.1%  

β 31 ╙◔▪☿fi♃כ ╩ ∆╢ ⅜№╡⁸ 29 ≤ ─ ⅜

≤ ╪≢™╢⁹ 30 │ ─ ⅜ ╦╣≡™╢√╘⁸ 29 ≤

─ ╩⅔ ™⇔√™⁹  

 ɔ   ⌐⅔↑╢ ─ ─◔▪─ 29 4 30 3  

ה ╩ ™≡12 ≢6,186 ⌐  

ה ⅜ ≈≢╙№∫√ 33 ⁸1 6⅛ 16 ⁸3 28  

ה ─ ≢ ↕╣╢ ⅜╒≤╪≥≢⁸ 99 ⅜∕─ ─ │  

ה ⅜ ⌂ ⌐│⁸ ≢─ ╛ ⌐╟╢ ╩  

 

₈ ₉ 28 5 6 6 17  11,689  

─ ─ 28  5 ⁸ 13  

                   29  6 ⁸ 9  

 

（１）仮設住宅の供与期間の１年間延長などに伴い、被災者の生活再建を支援するため、

次の事業について平成31年度以降も同様の財政支援をお願いしたい。 

① 応急仮設住宅入居者等の見守りや相談支援等を行うための事業 

② 被災者の心のケアを実施するための事業 

③ 被災した妊産婦・乳幼児等の心身の健康等に関する相談支援体制を確保するため

の事業 

（２）生活福祉資金貸付（緊急小口資金）の「特例措置」に係る制度の恒久化を図ってい

ただきたい。 

（３）被災者の経済的負担の軽減を図るため、認可外保育施設及び放課後児童クラブの利

用者を支援する制度の創設をお願いしたい。 

 

提案・要望事項 
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 ┘  
 

      

ᵑ ה╡  10/10 
31 ╙ 30

≤ ─  

ᵒ ─ ─◔▪  
3/4 

β1/4│  

31 ╙ 29

≤ ─  

ᵓ ⇔√ ה ─

─  

3/4 

β1/4│  

31 ╙ 30

≤ ─  

─₈ ₉ 
⌐╟╡  ─  

⇔√ ─ ┘

◒ꜝⱩ ─  
⌂⇔ ─  

 

 ─  

 ŋ ⅎ ™☿fi♃⁸│כ ─ ╡╛ ⁸ ≠ↄ╡╛ ─

⌂≥╩ ∂≡⁸ ─ ╖╩ ∆╢≤≤╙⌐⁸ ⇔√ ╩ ⅎ╢√╘─

╩ ⇔≡⅔╡⁸ ⅜ ∆╢ ≢ ╩ ╘≡™╢ ⌐≤∫

≡ ↄ↓≤⅜≢⅝⌂™╙─≤⌂∫≡™╢⁹ 

   ⌐≈™≡│⁸╒≤╪≥⅜ 30 ⌐2 ─ ╩ ⅎ╢↓≤⅛

╠⁸ ⅜ ╪≢™╢≤↓╤≢│№╢⅜⁸↓╣╕≢─ ╛⁸ ─

⅛╠⁸ 9,000 │ 31 ╕≢ ⇔≡ ∆╢↓≤⅜ ╕╣╢⁹

↕╣√ ⅜ ⌂ │⁸ ⌐ ↑√ ₁⌂ ╩ ⅎ≡™╢ ≢№╡⁸

╕√ ⅜ ╗↓≤⌐╟╡ ∆╢↓≤╙ ↕╣╢√╘⁸ ⅎ ™☿fi♃כ⌐

⅔↑╢ ⌂╢⅝╘ ⅛⌂ ⅜ ⌐ ⌂╙─≤⌂∫≡ↄ╢⁹ 

   ⌐⅔™≡│⁸ 31 ─ ─ ⁸ ─ ─ ⌐ ↑≡⁸

ⅎ ™☿fi♃כ ╩│∂╘⁸ ╕™─ ⁸ ─ ─

⌐ ╡ ╪≢™╢⅜⁸ ─ ⁸ ⌐ ╩ ∆╢↓≤ ⌐╟╡⁸∆

═≡─ ─ ⌐│ ─ ╩ ∆╢⁹ 

⁸ ─ ⅜ ╗↓≤⌐╟╡ │ ⇔≡™ↄ╙──⁸

⅜ ↕╣≡™╢ │⁸ ╩ ∆╢ ⅜№╡⁸ 31 ╙

30 ≤ ─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

 

 o ↓↓╤─◔▪☿fi♃⁸│כ ┼─ ⁸ ┼─ ⁸ ╩

∆╢ ─ ⁸ ─ ⌐ ∆╢ ╩ ∂≡⁸ ─ ─◔▪╩ ⇔≡

⅔╡⁸ ⌐≤∫≡ ↄ↓≤⅜≢⅝⌂™╙─≤⌂∫≡™╢⁹ 

╕√⁸ ≢ ⇔√ ─ ─ ≢⁸ ─ⱷ

fi♃ꜟꜞ☻◒ ─ ⅜ ─ ≤ ∞∫√↓≤⁸╕√⁸

ⱪ꜡☿☻≢ ∂╢☻♩꜠☻⌐╟╡⁸ ─ ⅜ ∆╢↓≤⅜ ─ ⌐

╟╡ ╠⅛⌐⌂∫≡™╢↓≤⌂≥⅛╠⁸ ⌐╦√╢ ╩ ℮ ⅜№╢⁹ 

30 │ ⌐ ⇔10% ─ ≤⌂∫≡™╢√╘⁸ 31 │ 29

≤ ─ ─ ┘ ─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 
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 ɔ ⇔√ ה ─ ─ ⌐ ∆╢ ╩ ∆╢√╘⌐⁸

₈ ⇔√ ה ─ ─ ₉⅜⁸ 28 ⌐  

10/10 ≤⇔≡ ↕╣√⁹ 30 │ ⅜3/4⁸ ⅜1/4 ≤⌂

∫√⁹ 

⇔√ ה ─ ─ ⌐ ∆╢ │ ⌐ ∆╢ ⅜

№╢√╘⁸ 31 ╙ 30 ≤ ─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 
 

 ≢│⁸ ⅜ ∆╢ ⌐

≈™≡⁸ ⌐╟╡⁸ ─ ╛ ─ ⌂≥⁸ ╟╡ ⅜ ╛⅛⌂

₈ ₉╩ ™√∞⅝⁸ ⅜1 ≤⌂╢⌂≥⁸ ─ ╩

⌐ ⇔™√∞™√⁹ 

↓╣╠╩ ╕ⅎ⁸ ⌐⅔™≡│⁸ ─ ⌐⅔™≡╙⁸ ⅜

≢⅝╢╟℮⁸ ≤─ ╛ ─ ╩ ⇔√₈ ₉╩ ⇔√

≤↓╤⁹ ⌐⅔™≡╙⁸ ─ ⅜ ⌐ ≢⅝

╢╟℮⌐⁸ ─ ⌐≈™≡₈ ₉⌐ ∆╢⌂

≥⁸ ⌂ ≤⇔≡™√∞⅝√™⁹ 

 

 ─ ─ ╩ ╢√╘⁸ ─ ⌐≈™≡│⁸ 28 ⌐

─ ⌐ ∆╢ 10/10 ⅜⌂↕╣√⅜⁸ ╛

◒ꜝⱩ⌐≈™≡│⁸ ─ ⅜⌂™⁹ 

∕─√╘⁸↓╣╠─ ─ ⌐ ∆╢ ─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 
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医療・福祉施設に係る防災対策等の推進 
 

ₒ  x
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ₒ ה  x

 ─ ┘  

─  

ה  750 ה   ⅜™  267  

ה   508 ה    11 ה    3  

 

─√╘─ ┘⁸  

ה ⌐ ≠ↄ ─√╘─ ─ ╩ ™⁸ ─

─ ⌐ ↑√ ─ ─√╘─ ─ ╩

30   

                 ⁸  

     H30 

 

ₒ

₈ ₉x  

 
( )  30 

 25,380 

 
( )  44 

 37,224 

 
( )  74 

 62,604 

 

 214 ⌐⅔↑╢ ─ 27.6 30  

ה     59  

ה 155 ℮∟ 50  

 

ᵑ ─ ─ 29 141 213 66.2  

* 72 ─℮∟51 ⅜  

β 72.9% 29  

 

 

熊本地震を教訓として、今後の災害を見据えた医療・福祉施設に係る防災対策等を推進

するため、以下について、システム構築や財政支援をお願いしたい。 

（１）被災した社会福祉施設等の支援のためのＩＣＴを活用した情報共有システムの構築 

（２）入院機能を停止した被災医療機関において、再建までの間、医療従事者を他の医療 

機関へ在籍出向させるための人件費等の補助制度の創設 

（３）医療施設の業務継続計画（ＢＣＰ）策定支援のための補助制度の創設  

（４）施設耐震化促進のための補助制度の拡充等 

①医療施設の耐震化促進のための補助制度の拡充 

②特別養護老人ホーム等の耐震化促進のための補助制度の創設 

 

 

提案・要望事項 
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ᵒ ─ ⱱכⱶ ╩ ↄ ─ ─ 30 5  

ה     ⱱכⱶ 162 176 92.0  

β 96.0 28 3 ⁹√∞⇔⁸ ┘ │ ╕╣≡™⌂™⁹ 

ה     ⱱכⱶ 50 59 84.7   

β 86.6 28 3 ⁹√∞⇔⁸ ┘ │ ╕╣≡™⌂™⁹ 

 

 ┘  

      

─ ⅜

≢⅝╢◦☻♥ⱶ 
⌂⇔ 

╩ ⇔√ ─ ה

─ ה ◦☻♥ⱶ─  

─ ╩

─ ┼ ↕∑╢

⌐ ∆╢ ─  

⌂⇔ 
⌐╟╢ ⌂

─  

─ BCP

─  
 

ⱴ♬ꜙ▪ꜟ─ ╛ ─

─ ⌐ ⅎ⁸

─ ╛ ⌐ ∆╢ ⌐

╢ ─  

ᵑ ─ ╩ ∆╢

√╘─  

 

 

ה ┘  

 

  ᵑ 2,300  

  ᵒ 40.3  

  ᵑ×ᵒ 92,690  

ה  

⁸ ☿fi

⁸כ♃ ⁸ ─

╩ √↕⌂™  

β │  

 

 

 

 

ה  5,600  

 

─ ─  

 ┘ ─ → 

 

   ᵑ 8,635  

   ᵒ 165  

   ᵑ×ᵒ 1,424,775  

β ╩ ⇔√

≤  

 

ה  ─ ⌐ ∂√

╩ 3,000 11,000 3,000

27,500  

 

 ─  

  ⁸  

ᵒ ⱱכⱶ ─

╩ ∆╢√╘─  
⌂⇔ ⌐ ╢ ─  

 

 ─  

 ≢│⁸ ⌐ ⁸ ─ ⁸ ╛ ─ ⁸ ה

─ ─ ⅜≢⅝∏⁸ ⅛╠─ ─ ∑╛ ⅛╠─

─ ∑⌐≈™≡ ⌂ ⅜≢⅝⌂⅛∫√⁹╕√⁸ ⌂≥⅛╠⁸ ⇔√ ⌐

∆╢ ⁸ ─ ⌂≥─ ⌐≈™≡╙ ⌂ ⅜≢⅝⌂⅛∫√⁹ 

    ─ ╩ ⌐ ⇔⁸ ⌐≈⌂→╢≤≤╙⌐⁸ ⌐ ∆

╢ ╩ ⌐ ℮↓≤⅜≢⅝╢╟℮⁸ ⌐⅔™≡⁸ ─ ╩ ╛

⅜ꜞ▪ꜟ♃▬ⱶ⌐ ≢⅝╢◦☻♥ⱶ╩ ⇔≡™√∞⅝√™⁹ 

 

 ≢│⁸ ─ ╛∕╣╠⌐ ℮ ⅛╠⁸
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≢ ⇔≡⅝√ ⌐⅔™≡⁸ ─ ╛⁸ ─

⌐ ⌂ ╩ ╓⇔√⁹ 

∕↓≢⁸ 27 ⌐ ⅜ ⇔√ ⌐⅔™≡⁸ ≤ ╩

™⁸ ☿fi♃כ ─ ┘ ─√╘─ ─ ⅜

⇔⁸ ─ ─ ⌐ ↑√ ─ ─√╘─

⅜ ℮↓≤⅜≢⅝√╙──⁸ ╡─ ≢№╢⁹ 

↓─√╘⁸ ┘ ⌂ ⅜ ⇔√ ⁸ ⇔√ ─ ─ ה

∆╢╕≢─ ⁸ ─ ⌂ ╩ ╢ ─ ה ┼─

↓≤⅜≢⅝╢╟℮⁸ ⌐ ↑√ √⌂ ─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

 

 ─ ╛ ─ ─ ╩ ╕ⅎ╢≤⁸ ╩ ⌐ ⅎ╢√╘─

ⅎ╛⁸ ─ ╩ ╡ ∆√╘─ ╩ ╡ ╗ ─ │ ≢№╢⅜⁸

─ ⌐⅔↑╢ │27.6 ⌐≤≥╕∫≡™╢⁹ 

╩ ∆╢√╘⁸ ⌐⅔™≡ⱴ♬ꜙ▪ꜟ─ ╛ ─ ─

╩ ℮≤≤╙⌐⁸ ─ ╛ ⌐ ∆╢ ⌐ ╢ ─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

 

 ŋ ⁸ │⁸ ─ ╩ ∆╢≤≤╙⌐⁸ ⅛╠   

╩ ↑ ╣⁸ ⌂ ╩ ∆╢ ≤⌂╢√╘⁸ ─ ╩ ∆╢ ⅜№

╢⁹ 

ה ─ ⌐ ⇔≡│⁸ ─   

╩ ⇔≡™╢⅜⁸ ╙ │ ↄ⁸ ─ ⅜ ╕⌂™ ⌐№╢⁹

↓╣│⁸ ─√╘⁸ ╟╡╙⁸ ⅜ ∞⅜ ╩ ∆╢ ⅜ ™

↓≤⁸ ─ ⅜ ─ ≤ ⇔≡ ⌂ↄ⁸ ╩ ⇔

≡╙ ─ ⅜ ∂╢↓≤ ─ ⅜ →╠╣≡™╢⁹ 

─ ⌐╟╡⁸ ⌐╟╢ ─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

 

    o ─ ⱱכⱶ ⌐≈™≡│⁸ ⌐╟╢ ─ ╩ ⇔

≡ ╩ ⇔≡⅝√⅜⁸ ⌐ ╡⅜№╢↓≤ ⅛╠ ⅜ ╪≢™⌂™ ≢

№╢⁹ 

ⱱכⱶ ─ ↄ│⁸ ≤⇔≡ ≠↑╠╣≡⅔╡⁸ ┼─

╩ ← ⅜№╢⁹↓─√╘ ≢│⁸ 30 ⅛╠ √⌐ ─ ╩ ↑

√≤↓╤≢│№╢⅜⁸ ╛⅛⌂ ╩ ╘≡™ↄ√╘⁸ ⌐╟╢ ⌐ ∆╢

╩⅔ ™⇔√™⁹  
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農林水産業の復旧・復興に向けた支援の充実 

 

ₒ  x
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ₒ ה  x

 ─ ה ⌐ ↑√  

 ŋ 31 ⌐⅔™≡╙⁸ ♄ⱶ─ ╩ ╗ ה ─ ⌐ ↑√ ╩ ∆╢

⅜№╢√╘⁸ ⌂ ╩⅔ ™⇔√™⁹ ≢│⁸ ≤⌂∫√ ⌂ ⌐

↑≡⁸ ≢ ╡ ╪≢™╢⅜⁸ ⌐ ℮ ╛ ─ ⌐╟╡⁸ ⅜

∆╢⌂≥⁸ ─ ⅜ ∂╢↓≤╙ ╕╣╢⁹ 

⌐⁸ ↑ ⌐≈™≡│⁸ ╩ ↑≡ ╡ ╪≢™╢

⅜⁸ ─ ⌐ ╢ ─ ⌐⅔↑╢ ≤─ ⁸ ─

≢│⌂™ ⌐╟╡⁸ ⌂ ╕≢⌐ ⇔⌂™ ⅜ ∂╢↓≤⅜ ╕

╣╢√╘⁸ ⅛╠─ ה ╩ √∑╢╟℮⁸ 31 ╙ ─ ╩⅔ ™

⇔√™⁹ 

 o ─ ╩ ↑≡⁸ ─ ⅜ ╕∫≡⅔╡⁸ ⁸ ┘

─ ה ⌐ ∆╢ ⅜☼כ♬─ ╕∫≡™╢↓≤⅛╠⁸ ⌂ ≤

┼─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

≤╡╦↑⁸ ⌐≈™≡│⁸ ⌂ ≤ ⌂ ─ ╩ ╢√╘⁸

⌂ ⌐ ⇔√ │⁸ ≤│ ≢─ ╩ ∫≡™√∞⅝⁸

─ ⌐≈™≡╙⁸ ⌂ ⅜≢⅝╢╟℮ ⌂╢ ─ ≤ ┼─

╩⅔ ™⇔√™⁹ 

１ 農林水産業の復旧・復興に向けた予算措置等 

① 大切畑ダムの復旧を含む復旧・復興の完了に向けた取組みは、平成３１年度にお

いても続くため、必要な予算を確保していただきたい。特に、被災農業者向け経営

体育成支援事業について、被災農家の自己都合ではない事由で、制度上実施可能な

最終年度までに完了しなかった工事は、平成３１年度も同様の手厚い支援措置をお

願いしたい。 

② 防災・減災対策に必要な工事（治山、排水機場、海岸整備）に係る別枠の予算確

保と本県への重点配分をお願いしたい。 

２ 農地・農業用施設の円滑かつ迅速な復旧と創造的復興への支援の充実強化 

農地集積や大区画化、地域営農法人の設立など、中山間地域における「創造的復興」

のモデル的な取組みを「中山間地域総合整備事業」で実施しており、「農山漁村地域整

備交付金」の予算確保と本県への重点配分をお願いしたい。 

３ 海洋ゴミ（流木等）や堆積土砂対策の充実強化 

海域を漂流する流木、流出土砂の堆積等による漁場環境悪化に迅速な対応を行うた

め、新たな災害復旧事業の創設等、対策の充実強化をお願いしたい。 

提案・要望事項 
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95%  
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ה  ─ ⅛≈ ⌂ ≤ ┼─ ─  

≢│⁸ ⌂╢ ≢│⌂ↄ⁸ ⌐ ⅜╢ ≤⇔≡⁸ ⌐╟╡⁸

⁸ ⁸ ﬞ ⌐⅔™≡⁸ ™ ┼─ ⁸ ─

─ ╖╩⸗♦ꜟ ⌐ ╘≡™╢⁹↓╣╠─ ╖│⁸ ⌐╟╡ ╩ ↑√ ─ ╩

⇔∆╢ ⌂⸗♦ꜟ≢№╡⁸ ⌐⁸ ﬞ ⌐≈™≡│⁸₈

₉╩ ≤⇔√₈ ₉─ ≤ ┼─

╩⅔ ™⇔√™⁹ 

 

 ◗Ⱶ ╛ ─  

  ≢│⁸ 28 ─ ⌐ ∆╢ ╛ ⅜⁸ ─ ─ ⌐ ⌐

⌐ ╣ ╗⌂≥─ ┼─ ⅜ ⇔√⁹ ╙⁸ ─ ⅜ ∆╢√┘⌐⁸ ╩

∆╢ ╛ ⌐╟╢ ─ ⅜ ↕╣╢⁹↓─℮∟⁸ ╩ ∆╢ ⌐≈

™≡│⁸ ≢│ ≢⅝⌂™√╘⁸ ⅎ┌⁸ ⌐ ╩ ⇔≡™╢₈

₉─ ⁸ √⌂ ─ ╖≠ↄ╡╩⅔ ™⇔√™⁹ 

╕√⁸↓╣╕≢ ≤⇔≡⁸ ╩ ⇔≡™√⅜⁸ │

─ ≢│⌂ↄ⁸ ⌂≥─ ⅜№╢↓≤╛⁸ ╛ ─ ⌐ ∆╢↓≤⌐

⌂╢√╘⁸ ╛⅛⌐ ╡⅛⅛╣⌂™ ─ ╙ ™↓≤⅛╠⁸ ─ ⇔ │ √⌂

─ ╩⅔ ™⇔√™⁹  
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グループ補助金に係る財政支援措置の継続 
 

ₒ ⁸  x
 
 

 

 

 

ₒ ה  x

 ─ ┘  

   ─ ⁸ ─ │8,200 ≤ ↕╣⁸∕─ ⌂ ⅛╠─ ה

╩ ∆╢√╘⌐│⁸ 31 ╩ ╘⁸ ╙ ⅜ ≢№╢⁹ 
 

 ┘  
 

      

ⱪכꜟ◓ ─  28  1,474.5  

826.1 ╩ 30 ┼  

29    70.3  

╩ 30 ┼  

─ ⌐ ⌂ 

─  

  

 ─  

   ⌐╟╡ ⇔√ ↄ─ ה ⌐≤∫≡⁸ ≤ ⌐ ↕╣√◓

ⱪכꜟ ╩ ⇔√ │⁸ ⇔√ ה │╙≤╟╡⁸ ─ ה

⌐≤∫≡ ╘≡ ⌂ ≢№╢⁹ 

   ↓╣╕≢─ ⱪכꜟ◓╢√╦⌐ ╩ ≡⁸ ─ │4,890 30.

≤™℮ ⌂ ⌐ ∫√╙──⁸ ─ ⌂ ≤≤╙⌐⁸ ה ─ ⁸

≤ ≤─ⱴ♇♅fi◓ ─№╠╝╢ ╩ ∂√ ⁸4,855 30.

─ ⌐ ∫≡™╢≤↓╤≢№╢⅜⁸₈ ⌂≥─ ─ ₉ ─

─ ⌐╟╠⌂™ ≢⁸ ∞ ≢⅝⌂™ ⅜ ⇔≡™╢ ≢№╢⁹╕√⁸

╛ ⁸ ⅜ ≢№∫√ ≢│⁸▬fiⱨꜝ─ ה ⅜ ⇔≡™ↄ ≢

┼─ ╩ ⱪכꜟ◓⁸╘ ⁸ ╩ ↕╣╢ ⅜╕∞╕∞ ∆╢≤ ⅎ╠

╣╢⁹ 

   ⅎ≡⁸ 30 ⌐ ⇔√ ─ ⌐│⁸₈ ⌂≥─ ─ ₉╛₈

₉ ─ ─ ⌐╟╠⌂™ ≢ ─ ⅜ ⇔™≤↕╣╢ ⅜ ⇔⁸

≤─ⱴ♇♅fi◓ ─ ╛ ≤─ ≤─ ⌐ ╢ ⅛╡ ⇔ ─

⌂≥ ⌂ ╩ ∂≡╙⌂⅔⁸ 30 ⌐ ≢⅝⌂™ ╙ ╕╣╢↓≤⅛

╠⁸↓╣╠⌐╙ ─ ╩ ╢ ⅜№╢⁹ 

   ↓─√╘⁸₈ 31 ─ ─ ₉⌐≈™≡⁸ ≤ ⌐

⌐╦√╡ ⅜ ≢⅝╢╟℮⁸ ╩ ╘≡ ⅝ ⅝ ─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

 

 

 地震により被災した多くの企業・事業者を支援するため、グループ補助金について、平

成31年度を含め、今後も必要な財政支援措置を行っていただきたい。 

提案・要望事項 

今後、

時点修

正予定 
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被災住宅用地特例の適用期間の延長 
 

ₒ ⁸ ⁸  x
 
 

 

 

 

 

ₒ ה  x

 H29 ≢ ↕╣√ ╩ ╗ ┘  
 

      

 

2 30 ╕≢  

⌐≈™≡│4

32 ╕≢ 1/6  

─  

─  
33 3 31 ╕≢⌐  

⇔√ ╩ ⌐4 1/2 
 

─  
33 3 31 ╕≢⌐  

⇔√ ╩ ⌐4 1/2 
 

 

 ─  

─ ה  ─1/6 200 ─ ⌂≥ │⁸ ⅜2

⌐≈™≡│4 ≤⌂∫≡™╢⁹↓─√╘⁸ 31

─ 31 1 1 ╕≢⌐ ⌐ ≢⅝⌂™ ⁸

⌐⅔™≡│⁸ 31 │ ─ ≤⌂╡⁸ ─ ⅜

∆╢↓≤≤⌂╢⁹ 

⁸╙ ה ⌐ ╢ ╛ ─ ⌂≥⌐╟╡⁸ ↄ─ ⅜╛╗╩ ∏

⌐ ≢⅝⌂™ ⅜ ↄ≤ ╕╣╢↓≤⅛╠⁸ ─ ╩ ⇔≡

™√∞⅝√™⁹ 

⁸⅔⌂ ה ─ ⅛╠⁸ ─ ─ ╩ ⇔≡™╢≤↓╤⁹ 

 

   ₒ ⌐╟╢ ┘  x

     H29  21 ⁸ 15,000 ⁸ 5.8  

2,800  1.5 ⁸ 5,900 ⁸ 2.9  

     H30  20 ⁸ 23,000 ⁸ 10.3  

9,500  5.4 ⁸ 5,700 ⁸ 3.1  

 

    β ⅜ ↕╣⌂⅛∫√ ─  

H31  1.7 7  

─√╘⌐ ≤⌂∫√ ╩ ↄ⁹

╩╙≤⌐  

 

 

 住宅建設に係る技術者や職人の不足などにより、多くの被災者が住宅再建に着手できな

い状況が続いていることから、固定資産税及び都市計画税に係る被災住宅用地特例につい

て、適用期間の延長をお願いしたい。 

提案・要望事項 
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   ₒ ╕™─ ⌐≈™≡  x

    ─ ⅝ ќ ⌐⅔™≡⁸ ⅜ ⇔√ ⌐

℮ ─ ╩╙≤⌐ ⇔√ 3,836 β ⌐╟╢≤⁸ 31

⌐ ╕™─ ⅜ ∆╢≤ ⇔√ │ ─64 ≤⌂∫≡™╢⁹ 

  β ⌐≈™≡│⁸ ─ ⌐⁸ ─ ─ ╩ ∂√╙─ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ₒ ─ ⌐ ℮  x

   30 4 ⅛╠7 ⌐ ⅜ ∆╢ │8,720 ≢№╡⁸↓─℮∟⁸

╩ ∆╢ │4,831 ≢⁸ ⅜ ⇔⌂™↓≤╩ ≤⇔≡ ↕╣√

│2,177 ≢№╡⁸ 8,720 ⌐ ╘╢ │25.0%≢№╢⁹ 

⌂⅔⁸ │14,914 H30.4 ≢№╡⁸ ⅜ ⇔≡™⌂

™ │⁸ ≢3,700 ≤ ↕╣╢⁹  
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被災地の住まい確保・再建と復興まちづくりに 
必要な事業への予算確保等 

 

ₒ ⁸ ⁸  x
 
 

 

 

 

 

 

 

 ≤  

─ ⅛╠↓╣╕≢⁸ ≤ ╩ ╦∑≡⁸ ה ⌐

⌐ ╡ ╪≢⅝√ ⁸ ▬fiⱨꜝ╛ ─ ⌂≥⅜ ⌐ ╖≈≈№╢⁹ 

≢⁸ ∞ ─ ₁⅜ ≢ ⌂ ╩ ⌂ↄ↕╣≡⅔╡⁸

─ ╛ ╕∟≠ↄ╡⌂≥ ה ─ ╖│ ┌⌐№╢⁹ 

↓╣╕≢╙ ⌐⅔™≡│⁸ ╩ ∂≡™√∞™≡™╢⅜⁸ ⌐⅔™≡⁸  

⇔™ ╩ ╡ ⅎ⁸ ⌂ ╩ ⇔ →╢√╘⁸ ⌐╟╢ ⅜ ⅝

⅝ ≤⌂∫≡™╢⁹ 
 

  

     
 

─ ╕™─ ה ≤ ╕∟≠ↄ╡⌐ ⌂ 

─  

ה  ─ ה  

ה ─  

ה ⁸ ⌐ 

╟╢ ─   

ה ─  

ה ─   

╛ ─ 

⌂≥ ⌂  

 

 ─  

⌂ ╩ ⇔ →╢√╘⌐│⁸ ─ ה ╛ ─

⁸ ⁸ ⌂≥─ ─ ╕™─ ה ⌐

⌂ ╩⁸ ≤ ⇔ ⅝ ⅝ ╘≡™ↄ ⅜№╢⁹ 

╕√⁸ ─ ╩ ∆╢ ─ ╩ ∆╢√╘⁸ ─

─ ╩ ∆╢ ╛⁸ ─ ╕™─ ⌐ ↑≡ ─ ╩

∆╢√╘⌐ ≤⌂╢ ⌂≥╙⁸ ∑≡ ∆╢ ⅜№╢⁹ 

↓╣╠─ ⌐≈™≡⁸ ⌂ ─ ╛ ─ ⌂≥⁸ ⌐╟╢ ⇔√

╩⅔ ™⇔√™⁹ 

 

熊本地震により甚大な被害を受けた被災地の復旧・復興に必要な住まいの確保・再建 

と復興まちづくり（宅地の復旧・耐震化、災害公営住宅の整備、小規模住宅地区改良事業

等による被災地の復興）について、十分な予算確保や地方負担の軽減等の中長期的な支援

をお願いしたい。  

提案・要望事項 
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阿蘇地域の早期復旧・復興に向けた国直轄及び国直轄代行事業の早期完成 
 

ₒ ⁸  x
 
 

 

 

 

 

 

 

 

ₒ ה  x

 ─ ┘  

  ─ ≢│ ⌂ ⅜ ⇔⁸ ⅜ ↕╣╢≤≤╙⌐⁸

⅜ ⇔√⁹╕√⁸ ─ ♩fiⱠꜟꜟ⁸│≢♩כ

┘♩fiⱠꜟ ╩ ╗ ⌐ ∫≡ ⌐ ∆╢⌂≥⁸ ≢

│ ⌐ ⌂ ⅜ ⇔√⁹ 

 

 ┘  

     

ₒ  x
ה ♩כꜟ  
ₒ  x

ה  ♩כꜟ  

2020 ⌐ ↑√ 
⌂  

ₒ  x
ה ─  

ה  
ₒ  x
ה ♩fiⱠꜟꜟכ♩  
ה ─ ♩כꜟ  

 

 

  被災した阿蘇地域の早期の復旧・復興に向け、直轄事業による阿蘇大橋地区の大規模

崩壊斜面対策及び国道５７号（現道、北側復旧ルート）の災害復旧事業並びに直轄代行

事業による国道３２５号阿蘇大橋について、早期完成をお願いしたい。 

また、応急復旧していただいた県道熊本高森線（俵山トンネルルート）及び南阿蘇村

道栃の木～立野線（長陽大橋ルート）の災害復旧事業については、早期の恒久復旧をお

願いしたい。 

 

提案・要望事項 

国土交通省熊本河川国道事務所ホームペジより 

■工事が進む国道５７号北側復旧ルート（Ｈ３０．７月末時点） 

大津側坑口付近 阿蘇側坑口付近 
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 ─  

  ≢ ⇔√ ─ ╛ ⁸ ⌐≈™≡│⁸

─ ╛ ─ ⇔↕⅛╠⁸ │ ╩ ╘╢≤ ↕╣√⅜⁸ ⌐⅔™≡│⁸™

∟ ↄ ┘ ≢ ⌐ ╡ ╪≢™√∞™√⁹ 

╕√⁸ ≤ ─ ⌐≈™≡│⁸ ≢ ╘≡

⌐ ≠ↄ ≢ ⌐ ╡ ╪≢™√∞™≡™╢⁹ 

™∏╣─ ╙ ─ ⌂ ≢№╢≤≤╙⌐⁸ ⌐≤∫≡╙ ╛

─ ╩ ⅎ╢ ⌐ ⌂ ≢№╢⁹ 

≢╙⁸ ╘⅜ ™≡™╢ ╙№╡⁸ ↄ─ ⅜ ╛ ⌂≥⁸ ⌂

╩ ™╠╣≡™╢≤≤╙⌐⁸ │╙≤╟╡ ─ ╛ ⌂≥⁸ ⌐╙

⌐ ⌂ ╩ ╓⇔≡™╢ ⅜ ™≡™╢⁹ 

↓╣╠─ │⁸ ─ ╙ ⅝ↄ⁸╕√⁸ └™≡│ ─ ⌐ ⅛∑⌂™

╙─≢№╢√╘⁸ ⅝ ⅝⁸ ⁸ ♩כꜟ ≤ ─

≤⁸ ⇔≡™╢ ♩fiⱠꜟꜟכ♩ ┘ ─

♩כꜟ ─ ⌐ ↑ ╩ ™√∞⅝√™⁹ 

 

─  

ה ─ ┘ ⌐≈™≡│⁸ ⁹ 

ה ♩כꜟ ┘ ⌐≈™≡│⁸ ≢─

╩ H29.4.16 ⇔ ⁹ 

ה ♩fiⱠꜟꜟכ♩ ⌐≈™≡│⁸♩fiⱠꜟ≤ ╩ ⇔≡

⌐ ⁹ 

ה ─ ♩כꜟ ⌐≈™≡│⁸ ⌐ ⌐╟╡ ⁹ 

β ה    
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益城町被災市街地復興推進地域内における 
街路事業等への財政上の支援措置 

 

ₒ ⁸ ⁸  x
 
 

 

 

 

 

 

 

 

ₒ ה  x

 ─ ≤  

⌐╟╡⁸ ⅜ ⌐╦√╡ ⌂ ╩ ↑√ ⌐⅔™≡│⁸

─ ⌐ ≠ↄ₈ ₉─ ⅛≈ ⌂ ╩ ╢√╘⁸

≤ ≤⌂∫≡ ╩ ∆╢√╘⌐ ⌂ ╛

⁸ ⁸ ⌂≥─ ⌐≈™≡⁸

≤ ∑≡ ╢∞↑ ⌐ ∆╢↓≤⅜ ≢№╢⁹ 

↓╣╕≢⌐⁸ ─ ⌐ ⇔⁸ ⌂ ─ ╛

─ ⌂≥⁸ ─↔ ╩™√∞⅝ ─ ╩ ╠╣╢ ≤⌂∫≡™╢⁹ 

╕√⁸ ⌐≈™≡│⁸ ≤⇔≡ ⌂

⅜⌂↕╣≡™╢⁹ 

⇔⅛⇔⌂⅜╠⁸ ─ ⌐≈™≡│⁸ ─

≤ ─ ─√╘⁸ ≤⇔≡ ⌐ ╢ │ ⌂╙─≤⌂╡⁸ ה

╩ ∑↨╢╩ ⌂™ ⌐⅔™≡│ ⌂ ≤⌂╢↓≤⅜ ↕╣╢⁹ 

31 ⌐⅔™≡⁸ ╟╡ ─ →

⅜ ↕╣≡™╢≤↓╤≢№╢⅜⁸ ⁸ ⅜ ⇔≡™ↄ ≢⁸

⌐⅔↑╢ ⌐≈™≡│⁸ ⅝ ⅝⁸ ⌂ ╩ ∆╢≤≤╙⌐⁸

─ ⌐≈™≡╙⁸ ─ ≤ ↑⁸

─ ╩ ╢√╘─ ─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

 

 ┘  

  ≢ ℮ ⌂  
 

     

 ⌂ ─  

 ⌂ ─ ┘⌐ 

₈  

₉≤ 

─ ≤⇔≡─ 

─  

 

 

 

 

熊本地震により甚大な被害を受けた益城町の被災市街地復興推進地域内における街路

事業等の復興関係事業については、被災市街地復興特別措置法第６条により、自治体がで

きる限り速やかに整備を行うこととされている。 

今後、被災市街地復興推進地域内の復興を着実に履行するため、事業実施に必要な予算

を確保するとともに、被災市街地復興土地区画整理事業以外の復興関係事業についても、

同様の事業と位置付け、地方負担の軽減を図るための財政上の支援措置をお願いしたい。 

提案・要望事項 
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道路、河川堤防等の地震により増大する維持管理費に対する財政支援 
 

ₒ ⁸ ⁸  x
 
 

 

 

 

 

ₒ ה  x

 ─ ┘  

   ⌐⅔™≡│⁸ ╩ ⇔√ ─ ─╒⅛⁸ ╩ ⅎ╢ ⌐ ™⁸

╛ ─ ╖⅜ ⇔≡™╢⁹↓─√╘⁸ ╛ ⅜⁸ ⌐

⌐ ⇔⁸ ⇔≡™╢√╘⁸ ╙ ─ ⅜ ⌐⌂∫≡™╢⁹ 

╕√⁸ ⁸ ⁸ ╛ ─ ⌐ ™⁸ ─

⌂≥⌐⅔↑╢ ꜞ☻◒⅜ ╕∫≡⅔╡⁸ ─ ╛ ─ ⌐ ╢ ⅜

⇔≡™╢⁹ 

⌐⁸ ⌐≈™≡│⁸ ─ ⅝⌂ ╣⌐╟╢ ─ ⁸ ⌐╟╢ ─

─√╘⁸ ─ ⅜ ⇔ ≤⌂∫≡™╢⁹╕√⁸ ⌐ ⇔≡™╢

╛ ⌐⅔™≡╙⁸ √⌂ ⅜ ⇔≡⅝≡™╢⁹ 

↓─╟℮⌐⁸ ⌐╟╡ ∆╢ ⌐≈™≡│⁸ ⌐ ∆╢⌐╙⅛⅛╦╠∏

─ ≤⌂╠∏⁸ ≢ ∑↨╢╩ ⌂™╙─⅜ ↄ⁸ ⌂ ⅜

≤⌂∫≡™╢⁹ 

ủ              

       ╖  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⁸  

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 ┘  

      

⁸ ─ ⌐╟╡ ∆
╢ ⌐ ∆╢  

 
 

⌐ ∆╢⅜ ─ ≢│⌂™
╛ ⌐ ∆╢  

 

 ─  

   ⌐╟╡ ⇔√ ╛ ─ ⌂≥≢ ─ ⌐ ╠⌂™╙─╛⁸

─ ⁸ ─ ⌂≥≢ ≤⌂╠⌂™╙─⌐≈™≡↓╣╕≢ ≢ ⁹ 

─ ⅛╠─ ה ⌐ ╡ ╗ ⁸ ⅛╠│ ₁⌂ ╩™√∞™≡™╢⅜⁸

≢│ ≤⌂╠⌂™↓℮™∫√ ─ ╖ ⌡⅜ ╛ ─ ⅝⌂ ≤⌂

∫≡™╢⁹ ⌐ ∆╢╙──⁸ ─ ≤⌂╠⌂™ ╛ ⌐ ∆

╢ ⌐≈™≡╙⁸ ⌐ ∏╢╙─≤⇔≡⁸ ⌂ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

  

 

熊本地震及び度重なる余震で発生した山腹崩壊土砂や不安定土砂の継続的な流出によ

る河川内の堆積土砂の掘削及び脆弱化した道路、河川堤防等の維持管理費等に対する国の

財政支援をお願いしたい。 

提案・要望事項 
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阿蘇くまもと空港の創造的復興への支援 
 

ₒ  x
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

ₒ ה  x

 ─ ┘  

ה   ─ ─ ⁸ ─ ⌐ ⁸ ⌐ ─ ⌂≥─ ⌂  

⅜ ⁹ 

ה   ⱦꜟ─ ה │⁸ ⇔™ ⌐⅔™≡  

 

 ┘  
 

    

ↄ╕╙≤ ─ 

 
Ί 

fi☿♇◦ꜛfi◖ה ─ 30

╕≢─  

ה ⱦꜟ─ 31 ╕≢

─ ┘ ⌐ ╢ ─  

ה ▪◒☿☻ ⌐ ↑√  

 

 ─  

  ŋ ⌐╟╡⁸ ↄ╕╙≤ ⅜ꜟⱵ♫ꜟⱦכ♃ ⇔⁸ ⌐ ⱦꜟ≢│⁸

─ ⁸ ─ ⌐ ⁸ ─ ─ ⌂≥ ⌂ ╩ ↑√⁹ 

   ∕─ ⁸ │ ⇔√⅜⁸ │ ─╕╕≢№╡⁸ ⁸ ⱦꜟ─

╛ ⱦꜟ─ ↕⌂≥─ ⅜ ╢√╘⁸ ≤⇔≡│⁸ ⌂ ╩ ∆╢ ≤

⅜ ≤⌂∫√ ╩ꜟⱵ♫ꜟⱦכ♃™⇔ ∆╢ ⅜№╢≤ ⇔⁸∕─ ≤⇔≡⁸

─ꜟⱵ♫ꜟⱦכ♃ ⅛╠ ─ ⁸ⱡ►Ɫ►⁸ ╩ ∆╢√╘⁸◖fi☿♇

◦ꜛfi ─ ╩ ∆↓≤╩ ⇔√⁹ 

   30 ⌐│⁸ ⅜ ↕╣⁸ 30 ╕≢─ √⌂ ─ ┘

31 ╕≢─ ⱦꜟ─ ⁸ ┘⌐ 34 ─ ─ꜟⱵ♫ꜟⱦכ♃

⌂≥⅜ ╡ ╕╣⁸ 30 ⌐│ ─ ⁸ ⅜ ↕╣√≤↓╤≢№╢⅜⁸

⅝ ⅝⁸ ↄ╕╙≤ ─◖fi☿♇◦ꜛfi ─ ⌐╟╢ ─ ⌐ ↑≡⁸

╩ ⌐ ╘≡™√∞⅝√™⁹ 

╕√⁸ ꜟⱵ♫ꜟⱦכ♃ ⌐ √╡⁸ ⌂ ≤ ꜟ♫Ⱶכ♃⌂ ╩ ⅎ√

ⱦꜟ─ ⌐≈™≡ ─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

 

① 国内外からのゲートウェイ“阿蘇くまもと空港”について、コンセッション方式の導

入による熊本の更なる発展に繋がる創造的復興の早期実現のため、平成 30 年度末まで

の新たな運営権者の選定及び平成 31 年度末までの国内線別棟ビルの完成、並びに、一

日も早い新ターミナルビル完成に向けた支援をお願いしたい。 

② 阿蘇くまもと空港への鉄軌道の導入も含めた交通アクセス機能強化に向けた支援を

お願いしたい。 

提案・要望事項 
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 o ↄ╕╙≤ │⁸ ⅜ ⇔≡⅔╠∏⁸ ┼─ ▪◒☿☻│⁸ ╛ꜞⱶ☺

fiⱣ☻⌐ ╢⇔⅛⌂ↄ⁸ ─ ⌐│ ⇔ↄ ⅜ ∆╢⌂≥ ⌐ ≢№╢⁹ ⁸

ↄ╕╙≤ ╩ ⅛╠─ ─◦fiⱲꜟ≤∆╢√╘─ ╩ ∫≡⅔╡⁸

↓─ ≢⁸ ┼─ ▪◒☿☻─ ⌐╙ ╡ ╗↓≤≤⇔√⁹ ─ │╙≤╟

╡⁸ ∆╢▬fiⱣ►fi♪╛ ┼─ ⁸∕⇔≡⁸◖fi☿♇◦ꜛfi ─ ─ ─

√╘⌐⁸ ⌐ ≢⅝╢╙─│ ⅛≤™℮ ⅛╠ ╩ ╘≡™╢⁹ 

∕↓≢⁸╕∏⁸ ─√╘⌐⁸ ─ Ⱡ♇♩꞉כ◒─ ≤⇔≡⁸

╛ ─ ⌐ ╡ ╪≢⅔╡⁸ ⌂ ─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

∑≡⁸ ─ ≤≤╙⌐⁸ ─ ≢ ⇔√ꜞ♄fi♄fi◦כ─ ─ ─

⅛╠⁸ ─ ╙ ╘√ ⌂ ▪◒☿☻ ╩ ⇔≡™╢≤↓╤≢№╢⁹↓─

Ɫכ♪ ⌐≈™≡│ ─ ╩ ⇔⁸ ─ ⌂⇔⌐│ ≢№╢↓≤⅛╠⁸ ⁸

⅜ ⇔√ ⌐│⁸ ⌐⅛⅛╢ ™ ┘ ⌂ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 
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南阿蘇鉄道の早期復旧に向けた支援 
ₒ ⁸  x

 
 

 

 

ₒ ה  x

 ─ ┘  

ה   ╩ ⌐ ⁸♩fiⱠꜟ  

      28 4 15 ⅛╠ β7 31 ⁸ -  

ה  65 70 ה      ⅛╠  

β ⌐≈™≡│⁸ ─ ⌐╟╡ ↕╣╢  

 ┘  

    

⌐ ⌂  
⌐ ⌂₈ ₉⌐

╢ ─  

─  

⌐⅔↑╢ ⌐ ∆╢ ─  

ה ⌐ ╢ ─ → 1/4⁸2/3  

ה ┘ ─  

⌐ ≠ↄ ┼─

ה  

⌐ ≠ↄ ┘

⌂ ─ ⌐≈™≡─ ה  

 ─  

⌐≈™≡│⁸ ─ →⌂≥ √⌂ ⅜ ↕╣⁸ 29

┘ 30 ⌐ ─ ⅜ ↕╣√≤↓╤⁹ ─ ⌂

⌐ ⌂ ⌂ ─ ⌐ ⅎ⁸ ─ ⌂ ╩╟╡ ⅛⌂╙─≤∆╢√╘⌐

╙⁸ ⌐⅔↑╢ ⌐ ∆╢ ⌐╟╢ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

╕√⁸ ─ ⌐ ↑√ ⌐ ≠ↄ ┘

⌂ ─ ⌐≈™≡─ ה ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

⌐ ╢ ╖  

 

 

  

 

南阿蘇鉄道の災害復旧事業に必要な中長期的な予算の確保等をお願いしたい。 

提案・要望事項 

900 450 225 225

1,300 650 325 325

4,481 2,241 1,120 1,120

6,681 3,341 1,670 1,670
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ＪＲ豊肥本線の早期復旧に向けた支援 
 

ₒ ⁸  x
 
 

 

 

 

 

 

 

ₒ ה  x

 ─ ┘  

ה  ╩ ⌐ ⌂  

ה  28 4 15 ⅛╠ ≢  

28 7 9 ⁸ ≢  

ה   ┘ ─ ≤ ⇔≡⁸ ╙ ╩ ┘

⌐≈™≡│  

  

    

⌐ ≠ↄ

⌐

╢ ─  

כ♃◒☿ ⌐ ⇔≡ ╩ ℮ ≤ ─ ≤

⌂╢╟℮⁸ ╩ ∆╢↓≤ 

 ─  

  ủ ─ ≤ ─ ≤⇔≡ ↕╣≡™╢ ─

╩ ⇔≡ ╘≡™√∞ↄ⌂≥⁸ ─ ⌐ ∆╢ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

  ủ ╕√⁸ 30 ─ ─ ⌐╟╡⁸ ⅜ ∆╢ ─

⅜ ⌐ ≠ↄ ─ ⌐ ↕╣√≤↓╤⁹ ╩ ™≡ ⅜⁸

─ ⌐ ꜟ◌כ꜡⌂ ─ ⌐ ╡ ╖╛∆ↄ∆╢√╘⁸

─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

  ủ ≢│⁸ ⌂≥─ ─ ─ ╩ ℮ ⌐│⁸

כ♃◒☿ ⌐ ∆╢ ╩ ℮ ─╟℮⌐ ─ ⅜ ╘╠╣≡⅔╠∏⁸

⌐ ⇔≡│⁸ ─50 ⅜ ↕╣≡™╢─╖≢⁸ ⌐≤∫≡

⅝⌂ ≤⌂╢⁹ 

ủ ⌐⁸ ⌐╟╡ ↕╣√ │⁸ ─ ⌂ ⌐ ∆╢↓≤

⅜ ≤↕╣≡⅔╡⁸ ╙ ╘≡ ⅝ↄ⌂╢↓≤⅜ ↕╣╢√╘⁸ כ♃◒☿

⌐ ⇔≡ ╩ ℮ ≤ ─ ≤⌂╢╟℮⁸ ─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

① 阿蘇地域の復興に向けた阿蘇大橋地区の砂防事業、道路事業と一体となったＪＲ豊

肥本線の早期復旧への支援をお願いしたい。 

② 鉄道軌道整備法に基づく災害復旧事業費補助に係る地方負担に対する地方財政措

置の拡充をお願いしたい。 

提案・要望事項 
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観光地復興のための支援 
 

ₒ ⁸ ⁸  x
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ₒ ה  x

 ─ ┘  

(1) ⌐ ↑√ ─  

⁸ ⇔√ │⁸ ┤∫↓℮ ─ ₁⌂ ╩ ∂≡⅝√  

⁸ ─ ⌐╕≢ │⇔≡™╢╙──⁸ ⌐⅔™≡ ─ ╟╡ ↄ⁸ ⌐

⇔≡™╢≤│ ⅎ⌂™ ≢№╢ H29 ─ H27 13.0 ⁸

ↄ 35.8 ⁹ 

╕√⁸ ─ ╩ ↑⁸ ╩ ⌂ↄ↕╣√ ⅜ ™╢⅜⁸ √╣√ ─ 

⌐│ ─ ╩ ∆╢⁹ ╩ √∆√╘⌐│⁸ ─ ∞↑≢⌂ↄ⁸▪☺

▪╩ ≤⇔√ ─ ╩ ╡ ╗↓≤⅜ ≢№╢⅜⁸ ─ ─ ⅜

≢№╡⁸ ┼─ⱴכ◔♇♩ ⅜ ╪≢™⌂™ ≢№╢⁹ 

 

(2) ה  √⇔≥ⱴכ♥╩ ─ ⅝⅛↑ 

─ ⌐╟╡ ⌐ ⌂ ⅜ ⇔⁸ 28 ─ │ 64 ⅜◐  ꜗ

fi☿ꜟ↕╣⁸ 29 ⌐⅔™≡╙ ─ ⌂ⱱ♥ꜟ─ │ ─ 45 ⌐

≤≥╕∫≡⅔╡⁸ ─ │ ⌐ ⇔™ ≢№╢⁹

═  

29 ─ ┼─ ═ │⁸ 27 ─80 ∞⅜ │44.2

≤⌂∫≡⅔╡⁸ ─ ⌐ ≠↑╠╣╢ ─ ─ ─ ╣│⁸

⌐ ⇔≡™╢⁹ ═  

 

（１）熊本地震からの復興のため、海外に向けた観光物産振興策に対する次の支援をお願

いしたい。 

①国において海外に向けた観光プロモーション等を実施する際、２０１９年に国際

スポーツ大会の開催も控えている熊本に重点化した取組みの推進等 

②外国人観光客へのおもてなし向上の取組みへの支援 

③国際観光旅客税の税収の一部を財源とした、地方自治体にとって自由度が高く創

意工夫を活かせる交付金等の創設 

④県内企業の海外販路開拓に対する支援強化 

⑤外国クルーズ船誘致のためのプロモーションに対する支援 

（２）「防災・減災教育」をテーマとした修学旅行の実施について、学校関係者等へ働き

かけをお願いしたい。 

（３）熊本地震による甚大な被害を受けた阿蘇地域の観光復興について支援をお願いした

い。 

   ①交通インフラが整備されるまでの間の代替交通機関利用者への支援 

   ②阿蘇地域の広域周遊観光促進に関する支援 

提案・要望事項 
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╛ ─ ╩ ⇔╞ↄ∆╢√╘⁸ 28 ⅛╠⁸ ╛ ╩

≤⇔√ ⁸ ╩ ⇔√ ⌐╟╡ ⌂ ⌐ ╘≡

™╢⁹ 

╕√⁸ ⌐ ╦╣╛∆™ ≢│⁸ ╛ ⌐ ∆╢ ┘╩ ∂≡ ─ ⌐

ⅎ╢↓≤⅜ ≢№╢↓≤⅛╠⁸ ≢│⁸ ─ ╛ ╩ ∆╢₈ ⅛╠

┬ ⱪ꜡◓ꜝⱶ₉╩ ⇔⁸ ⇔√ ─ ⌐ ↑≡ ╡ ╪≢™╢⁹ 

⌐⅔™≡╙⁸ ─√╘─ ₈a ⅝╢ ₉╩ ╗ ─ ₑ⌐⅔™≡⁸

─ ⌐ ∂√ ─ ⅜ ↕╣≡™╢⁹ 

 

 (3) ─  

↓╣╕≢⁸ ╩↑╪ ⇔≡⅝√ ≢│⁸ 28 4 ─ ┘ 6

─ ⌐╟╢ ╣ ─ ⌐╟╡⁸ ▬fiⱨꜝ╛ ⌐ ⌂ ⅜ ⇔⁸

⇔ↄ ⅜ ⇔√⁹ 

∕↓≢⁸ ─ ⅜ ╘≡ ≤⌂╡⁸ ∟ ╪∞ ─ ╩

≡ ∆√╘⁸ ≢ ⇔⁸ ─ ╡ ╖╩ ↕∑⁸ ⌐☼כ♬╢∆

⇔≡™ↄ ╖╩ ℮₈    

₉╩ 4 23 ⌐ ⇔⁸ ─ ⌐ ↑ ⅝∞⇔√⁹ 

⇔⅛⇔⌂⅜╠⁸ ─ ─ ≢№╢ ⅜⁸ 2 28 ⌐ ⇔√

╙──⁸ ─ ⌐╟╡⁸3 3 ⌐│ ┘ ∟ ╡⅜ ↕╣⁸4 24 ⌐│

⅜ ↕╣√⅜⁸ ●☻─ ⌐╟∫≡│ ⌂ ⅜ ╦╣╢⌂≥⁸ ─

│ ⌐╟╢ ╩ ↑╢≤↓╤⅜ ⅝ↄ⁸ ─ ⇔│ ⌂ ≢№╢⁹ 

30 1 ⅛╠6 ╕≢─ 39 ─ ─ ⅛╠╙⁸ ─

─ ⌐ ═╢≤⁸ │ ∞⌐ ⇔⅝╣≡™⌂™ ⅜ ⇔≡™╢⁹ 

 

 

ₒ ─ 39 ─H30.1 6 H27  x    

   

╩ ↄ   

  

 β ╩ ⌐  
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 ┘  

(1) ⌐ ↑√ ─  

      

 ŋ ⌐⅔™≡ ⌐ ↑√

ⱪ꜡⸗כ◦ꜛfi ╩ ∆╢

─ ⌐ ⇔√ ╖

─  

─ 31

⌐⅔™≡⁸ ⌂ ⱪ꜡⸗כ◦

ꜛfi─ 12,675 ⅜ ↕

╣≡™╢⁹ 

─ⱪ꜡⸗כ◦ꜛfi ⌐

⅔↑╢ⱷ♦▫▪ ─ ⌐╟

∫≡ ─ ╩ ∆╢

╖─ ┘ ⌐

⇔≡⁸ ╩ ∆╢

─ ⅝⅛↑ 

 o ┼─⅔╙≡⌂

⇔ ─ ╡ ╖┼─  

─ 31

⌐⅔™≡

7,760 ⅜

↕╣≡™╢⁹ 

₈ ▬fiⱣ►fi♪

₉⌐⅛⅛╢ ─  

 ɔ ─ ─

╩ ≤⇔√⁸

┼─ ─  

31 1 7 ⅛╠

⅜ ↕╣⁸ ─H31

⌐⅔™≡

╩ ≤⇔√ 480 ⅜

↕╣≡™╢⁹ 

⌐≤∫≡ ⅜ ↄ

╩▬fiⱣ►fi♪

⌐ ⅛∆↓≤⅜≢⅝╢ ─

 

 ᴖ ─ ⌐

∆╢  

 

─ 31

⌐⅔™≡⁸ ה

2,720 ⅜ ↕

╣≡™╢⁹ 

─ ⁸

┼─ ─  

 ᴗ ☼כꜟ◒ ─√╘─ⱪ

⌐fiꜛ◦כ⸗꜡ ∆╢  

☼כꜟ◒  

JNTOה 5 6

 

≢─ ─  

 

 

(2) ה √⇔≥ⱴכ♥╩ ─ ─ ⅝⅛↑ 

      

┼─ ⅝⅛↑ ⌐⅔™≡⁸

⌐ ⇔⁸ ─

⌐ ∆╢ ╩  

₈ ה √⇔≥ⱴכ♥╩₉

─ ⌐≈™≡⁸ ⌐╟╢

⅝⅛↑ 

 

 (3) ─  

      

 ŋ ⌐⅔↑╢ ▬fiⱨ

ꜝ⅜ ↕╣╢╕≢─ ─

┼─  

⌂⇔ ─ ⅜ ∆

╢╕≢─ ⁸ ♅◔♇♩─

⅜⁸ ─ Ᵽ☻╩

∆╢ ─ ⌐ ╢

┘ ⌐ ↑√ ┘Ᵽ

☻ ┼─ ⅝⅛↑ 



 

54 

 

 o ─

⌐ ∆╢  

─√╘─ √⌂

 

▬fiⱨꜝ⅜ ∆╢╕≢─ ⁸

─ ─√

╘─ ⌂ ex. ─  

 

 ─  

 (1) ⌐ ↑√ ─  

   ŋ ⌐⅔™≡ ⌐ ↑√ ⱪ꜡⸗כ◦ꜛfi ╩ ∆╢ ─ ⌐ ⇔√ ╖─

 

─▬ⱷכ☺╩ ⇔⁸ ┼─ ╩ ╘╢√╘⁸ ┼─ ─

╩ ╘╢ ▪☺▪ ┘ ▪☺▪╛⁸ ≢ ↕╣╢ ☻ⱳכ♠ ╛ ○ꜞfiⱧ

╡╟⌐◒♇ⱤꜝꜞfiⱧה◒♇ ─ ⅜ ≢⅝╢ ╛ ⌐⅔™≡ ⱪ꜡⸗כ◦ꜛ

fi╩ ⌐ ⇔√™⁹∕─√╘⁸▪☺▪ ╛ ╩ ⌐ ≢ ↕╣≡

™╢ⱪ꜡⸗כ◦ꜛfi ⌐⅔™≡⁸ ⱪ꜡☺▼◒♩⌐╟╡Ⱪꜝfi♪ ╩ ╘≡™╢

₈ ℮╜∂ↄה ₉╩│∂╘≤∆╢ ─ ⌐≈™≡⁸ⱷ♦▫▪ ─

⌐╟∫≡ ∆╢ ╖╩ ⇔⁸ ∑≡⁸2019 ⌐ ↕╣╢ Ɫfi♪Ⱳכꜟ

⅜ ┘ꜝ◓ⱦכ ⌐ ∆╢ ╛ ─ ⌐ ⇔

≡⁸ ≢─ ⅜ ╕╣╢ ─ ⅝⅛↑╩ ╘≡™√∞⅝√™⁹ 

 

 o ┼─⅔╙≡⌂⇔ ─ ╡ ╖┼─  

╦╣√▬fiⱣ►fi♪ ╩ ╡ ה♩♇☺꜠◒⁸₈│⌐╘√∆ ⱴⱠ ─ ⁸

♩▬꜠─ ⁸ ─ ⁸ ─ ₉⌂≥⁸ ⅜ ⌐ ╩

⇔╗√╘─ ⅜ ≢№╡⁸ ⅜ ⌐ ╣╢ ─ ⁸ ─ ≢

№╢ ╛ ─ ╩ ⌐ ⅎ╢↓≤⅜ ≢№╢⁹╟∫≡⁸ ─

₈ ₉─℮∟₈ ▬fiⱣ►fi♪ ₉

⌐≈™≡⁸ ─ ⅜ ⌐╟╡ ╪≢™╢ ╩ ╖⁸ ─ ┼─

⌐≈™≡↔ ™√∞⅝√™⁹ 

 

 ɔ ─ ─ ╩ ≤⇔√⁸ ┼─ ─  

⌐⅔™≡│⁸ ─√╘─ ≤⇔≡ 31 1 7 ⅛╠ ╩ ⇔⁸

⌐ ↑√ ─ ה ╩ ╢↓≤≤↕╣≡⅔╡⁸ 31

⌐⅔™≡⁸ ╩ ≤∆╢ ⅜ ↕╣≡™╢≤↓╤≢№╢⁹ 

⌐⅔™≡╙⁸ ≢ ⇔√ ╩ ─ ╕≢ ↕∑╢√╘

⌐⁸ ⱪ꜡⸗כ◦ꜛfi╩ ⇔≡™╢≤↓╤≢№╢⅜⁸ ╠╣√ ─ ⁸ ╩ ↕∑

⌂↑╣┌⌂╠⌂™ ≢№╢⁹∕℮⇔√ ⁸2019 ─ꜝ◓ⱦכ꞉כꜟ♪◌♇ⱪ ┘ Ɫ

fi♪Ⱳכꜟ ─ ⌐ ↑⁸▬fiⱣ►fi♪ ⅜ ≤⌂∫≡™╢⁹↓─√╘⁸▬fiⱣ

►fi♪ ─ ╩ ⌐ ╘╠╣╢╟℮⁸ ⌐≤∫≡ ⅜ ↄ ⌐ ⅛

∆↓≤⅜≢⅝╢ ─ ╩⅔ ™∆╢⁹ 

 

 ᴖ ─ ⌐ ∆╢  

⅜ ⅛╠─ ╩ ∆⌐ √∫≡│⁸▪☺▪╩ ╘≤⇔√ ─ ╩

╡ ╗↓≤⅜ ≢№╡⁸ ⁸ ─ ┼─ ⅜ ╕∫≡™╢⁹⇔⅛⇔⌂

⅜╠⁸ ─ ⇔™ ⅜ √⌐ ⌐ ╡ ╗↓≤│ ≢│⌂ↄ⁸∕╣
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∙╣─ ⅜ ⅎ╢ ⌐ ⇔√ ⌂ ⅜ ╘╠╣≡™╢⁹↓─╟℮⌂ ≢⁸ ⌂

≤ⱡ►Ɫ►╩ ≈ ┼─ ╙ ⌐№╢⁹↓─√╘⁸

─ ⌐╟╡⁸ ─ ╩ ⌐ ⇔≡™√∞⅝√™⁹ 

 

 ᴗ ☼כꜟ◒ ─√╘─ⱪ꜡⸗כ◦ꜛfi⌐ ∆╢  

≢│⁸₈ ☼כꜟ◒─≢ ₉╩ ⅛╠─ ⌐ ↑√ 10

─1≈⌐ →⁸ 200 ─ ☼כꜟ◒ ⅜ ⌂ ╩ ⌐ ↑√

╩ ╘≡™╢⁹∕↓≢⁸ 32 4 ☼כꜟ◒─╠⅛ ─ꜟ♫Ⱶכ♃ה

⌐ ↑⁸ ☼כꜟ◒ ╩ ⇔√™≤ ⅎ≡™╢√╘⁸ ─ ╩ ╢√╘

⌐╙⁸ ה ☼כꜟ◒╢╟⌐ ≤─ ─ ≢─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

 

ה (2) √⇔≥ⱴכ♥╩ ─ ⅝⅛↑ 

⌐⅔™≡│⁸ ─ ⌐╟╡ ∟ ╪≢™╢ ┼─ ─√╘⁸

─ ╛ ⌐ ⇔⁸ ┼─ ─ ⌐≈™≡ ⅝⅛↑╩ ∫≡™

√∞™≡™╢⁹ 

≤⇔≡╙⁸ ─ ╛ ╩ ∆╢₈ ⅛╠ ┬ ⱪ꜡◓ꜝⱶ₉╩

⇔⁸ ⇔√ ─ ⌐ ↑≡ ╡ ╪≢™╢⁹ 

⌐ ╦╣╛∆™ ≢│⁸ ╛ ⌐ ∆╢ ┘╩ ∂≡ ─ ⌐ ⅎ╢↓

≤⅜ ≢№╢↓≤⅛╠⁸ ה √⇔≥ⱴכ♥╩ ─ ⌐≈™≡⁸

─ ╩ ∆╢√╘─ ⅝⅛↑╩⅔ ™⇔√™⁹ 

   

(3) ─  

─ 28 ⌐│⁸ ─ ⌂ ⌐╟╡⁸₈ ┤∫↓℮ ₉╩ ⇔√ ⁸

─ ─ ⅜ ╠╣√⁹⇔⅛⇔⌂⅜╠⁸ ▬fiⱨꜝ╛ ─ ⌐⌂⅔ ↄ─

╩ ⇔⁸ ⌂ ┼─ ─╡│ ⌐╦√╢↓≤⅜ ╕╣≡™╢⁹ ⌐ ─

≢№╢ ╛ ─ ╕≢│ ▪◒☿☻⅜ ↕╣⁸ ─ │

≢№╢↓≤⅛╠⁸ ─ ╩ ∆╢√╘⌐⁸ ─ ╖┼─ ╩⅔ ™

⇔√™⁹ 

ה ─ ≢№╢ ─ ▬fiⱨꜝ⅜ ∆╢╕≢─ ⁸

Ɽ☻⌂≥⁸ꜟכ꜠ ╩ ∆╢♅◔♇♩─ ⅜ Ᵽ☻⌐ ∆╢ ─

⌐ ╢ ┘ ─ ⌐ ↑√ ┼─ ⅝⅛↑╩⅔ ™⇔√™⁹ 

ה ▬fiⱨꜝ⅜ ∆╢╕≢─ ⁸ ─ ─√╘─ ⌂  

ex. ─   
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被災動物等の救護支援 
 

ₒ  x
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ₒ ה  x

 ─ ┘  

   ⌐╟╢ ─ 30 9 19  

     

 2,024  861  1,163  

 240  235  5  

 1,269  496  773  

 10  10  0  

 

 ┘  
 

      

 ŋ ─ ─

╛ ─  
⌂⇔ ─  

 o ─ ⅛╡ ⌂⇔ Ⱳꜝfi♥▫▪ ─  

  

 ─  

 ŋ ⌐│⁸ ↄ─ ╩ ∆╢ ⅜ ∂╢⅜⁸ ⌐⅔™≡│

─ ╙ ↄ⁸ ⌐ ─ ╛ ⇔√ ─ ™⅜≢⅝╢

─ ⅜ ⁹ 

∕─√╘ ⌂ ⅜≢⅝╢╟℮⁸ ─ ╛ ─ ≤

⌐ ╢ ─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

 

 o ⌐│ ─ ⅛╡⅜ ≤⌂∫√⁹ ─Ⱳꜝfi♥▫▪⅛╠╙ ⅛

╡─ ⅜№∫√⅜⁸ Ⱳꜝfi♥▫▪⌐╟╢ ⅜ ⌂√╘⁸ ⌐ ╠⌂⅛

∫√⁹ 

⅜ ─Ⱳꜝfi♥▫▪╩ ⇔≡ ⇔⁸ ⅛≈ ⌂ ⅛╡ ⅜

ⅎ╢╟℮⁸ ⌐╟╢Ⱳꜝfi♥▫▪ ─ ╩⅔ ™⇔√™⁹ 

 

平成 28 年熊本地震においては、一時的な迷子動物の増加に対応できる充分な収容施

設や飼育管理者の確保ができなかったことや、被災動物（被災者が飼養している動物を

いう。以下同じ。）の一時預かりにおいて県内外ボランティアの活用ができないなどの

課題が生じた。 

これらは、今後発生する大規模災害においても共通の課題であり、被災者支援の観点

からも次の制度の創設等をお願いしたい。 

① 迷子動物の飼育管理施設の確保や飼育管理者の配置に係る支援体制の整備 

② 被災動物の一時預かりに係る統一基準によるボランティア登録制度の創設 

 

提案・要望事項 



 

 

 

 


